




見通しに関する注意事項:
本アニュアルレポートにおける業績予測や将来の予測に関する記述は、現時点で入手可能な情報に基づき
当社が判断した予測であり、潜在的なリスクや不確実性その他の要因が内包されております。従いまして、
様々な要因の変化により、実際の業績は、見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。
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的見直しを進めています。的見直しを進めています。
対象マーケットを拡大するためには、商品構成において、対象マーケットを拡大するためには、商品構成において、

従来から百貨店が得意としてきた中級から超高級までの価格来から百貨店が得意としてきた中級から超高級までの価格
ゾーンを維持しながら、今の消費者が強く求める、バリュー感ゾーンを維持しながら、今の消費者が強く求める、バリュー感
のある、百貨店としての低価格から中価格の商品の充実をのある、百貨店としての低価格から中価格の商品の充実
はかる必要があります。当社は商品政策の基本を、「高感度・はかる必要があります。当社は商品政策の基本を、「高感度・
高品質・グッドテイスト」に置き、低・中価格の商品の充実を高品質・グッドテイスト」に置き、低・中価格の商品の充
はかる際には、単に価格が安い商品ではなく、百貨店としてのはかる際には、単に価格が安い商品ではなく、百貨店としての
レベルを維持しながらリーズナブルな価格の商品の導入をレベルを維持しながらリーズナブルな価格の商品の導入を
進めてまいります。進めてまいります。
また、対象とする顧客層を広げるため、既存の百貨店がまた、対象とする顧客層を広げるため、既存の百貨店が
あまり力を入れてこなかったヤング向けの売場の開発にも取りあまり力を入れてこなかったヤング向けの売場の開発にも取り
組んでおり、お客様が百貨店に組んでおり、お客様が百貨店に新しく新しく期待されるヤング向け期待されるヤング向け
ブランドやショップを、百貨店としての店舗環境・高質イメージ・ブランドやショップを、百貨店としての店舗環境・高質イメージ・
行き届いたサービスを付加して提供してまいります。行き届いたサービスを付加して提供してまいり
当社が主力とする5万平方メートルを超える都心の大型当社が主力とする5万平方メートルを超える都心の大型

店舗では、これまでの高額・高級品に過度に偏った品揃えを店舗では、これまでの高額・高級品に過度に偏った品揃えを
修正することにより、バリュー感の高い修正することにより、バリュー感の高い手頃な価格の手頃な価格の商品から商品から
高級品まで、バランスよく幅広いブランド構成・品揃えが可能と級品まで、バランスよく幅広いブランド構成・品揃えが可能と
なります。なります。併せて併 、これまでの中高年のお客様への対応をこれまでの中高年のお客様への対応を
維持向上させながら、ヤングから中高齢層まで、バランスよく維持向上させながら、ヤングから中高齢層まで、バランスよく
幅広い対応が十分に可能です。幅広い対応が十分に可能です。
これまでの取り組みの成果はこれまでの取り組みの成果は最近の最近の入店客数の増加と入店客数の増加

いう形で明確に現れており、今までショッピングセンターやいう形で明確に現れており、今までショッピングセンターや

　このたびの東日本大震災で被災された皆様に心よりお見このたびの東日本大震災で被災された皆様に心よりお見
舞い申し上げますとともに、皆様の安全と、一日も早い復興を舞い申し上げますとともに、皆様の安全と、一日も早い復
お祈り申し上げます。り申し上げます。
　J.フロント リテイリングは、中核事業である百貨店事業の　J.フロント リテイリングは、中核事業である百貨店事業の
再生に向け、「新百貨店モデル」の構築に取り組んでいます。再生に向け、「新百貨店モデル」の構築に取り組んでいます。
新百貨店モデルの重要課題は、「マーケット対応力の強化」新百貨店モデルの重要課題は、「マーケット対応力の強化」
と、「高効率オペレーション構造への転換」と、「高効率オペレーション構造への転換 の２つです。２つで
最近最近の消費者マーケットにおける顕著かつ最も重要な変化の消費者マーケットにおける顕著かつ最も重要な変化

は、「ライフスタイルのカジュアル化」と「節約志向・価格志向」は、「ライフスタイルのカジュアル化」と「節約志向・価格志向」
です。この２つの大きな変化は、経済のグローバル化とともにです。この２つの大きな変化は、経済のグローバル化とと
進展し、リーマンショックでその流れは一気に加速しました。し、リーマンショックでその流れは一気に加速しました。
しかし、これまでの百貨店は、対象顧客は中高年の女性しかし、これまでの百貨店は、対象顧客は中高年の女性、、
高所得者層高所得者層中心、グレードは高級・高額、ファッションテイストは中心、グレードは高級・高額、ファッションテイストは
オーセンティック・ドレスアップという、従来からのブランド構成やオーセンティック・ドレスアップという、従来からのブランド構成や
品揃えを継続したために、この大きなマーケット変化に対応で品揃えを継続したために、この大きなマーケット変化に対応
きず、その結果、自ら対象とするマーケットと顧客層の幅を狭きず、その結果、自ら対象とするマーケットと顧客層の幅を狭
めるとともに、同質化の傾向を強めました。めるとともに、同質化の傾向を強めました。
　当社は、「新百貨店モデル」において、この「ライフスタイルの　当社は、「新百貨店モデル」において、この「ライフスタイ
カジュアル化」「節約志向・価格志向」という大きなマーケットカジュアル化」「節約志向・価格志向」という大きなマーケット
変化への適合と、対象マーケット変化への適合と、対象マーケットおよびおよび顧客層の幅の拡大顧客層の幅の拡大
に取り組んでいます。具体的には、各店舗ごとに徹底したに取り組んでいます。具体的には、各店舗ごとに徹底した
地域マーケットの分析を行い、それぞれの地域における地域マーケットの分析を行い、それぞれの地域における
競争力強化を目指した店舗戦略を策定し、この店舗戦略を競争力強化を目指した店舗戦略を策定し、この店舗戦略を
基本に、商品構成やブランド構成基本に、商品構成やブランド構成、販売サービスなど、販売サービスなどの抜本の抜本

企業価値向上を目指し、
新百貨店モデル確立に向けた
取り組みを加速します。

T O P  M E S S A G E
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駅ビルなど他の業態に流れていたお客様が、大丸・松坂屋駅ビルなど他の業態に流れて
の店舗にご来店いただいていると考えています。お客様のの店舗にご来店いただいている
「節約志向・価格志向」が続き、お買上単価が減少する中、「節約志向・価格志向」が続き、
入店客数を増やすとともに、品揃えの幅広さと入店客数を増やすとともに、品揃 高質なサービス
いう他の業態に無い百貨店の強みを活かし、ご来店頂いたいう他の業態に無い百貨店の
お客さま一人当たりのお買上点数を増やすことが、売上のお客さま一人当たりのお買上点
増加につながると考えております。加につながると考えておりま
また、当社は、マーケットの変化に継続的かつ機敏に対応しまた、当社は、マーケットの変化
ていくために、今まで百貨店とは取引の無かった新たなお取いくために、今まで百貨店と
引先の開拓や、既存のお取引先との協業による新規ブランド引先の開拓や、既存のお取引先
や商品のや商品の開発などに取り組んでいます開発などに取り組んで 。これに加えて、婦人
服・紳士服といった従来の商品分類別の枠組みや組織では・紳士服といった従来の商
対応ができなかったお客様のご要望にお応えするため、コト・対応ができなかったお客様のご
サービスを含む新規商材サービスを含む新規商材や新しいや新し お取引先の情報収集分析
等を担当するマーケティング専門部署を設置して、今までのを担当するマーケティング
百貨店にはない、新しい売場の開発にも取り組んでまいります。百貨店にはない、新しい売場の開
一方、一方、百貨店が仕入から販売までの責任を負う「自主運営百貨店が仕入から販

売場」売場 については、収益上の視点に加え、競争戦略上からついては、収益上の視
も、他業も、他業態に対する百貨店独自の強みとして、また、他の百態に対する百貨店独自
貨店に店に対する差別化戦略として、さらに強化してまいります。対する差別化戦略と
高効率オペレーション構造への転換につきましては、引き高効率オペレーション構造へ

続き要員構造の抜本的改革を続き要員構造の抜本的改革を中心に推進いたします。売場
運営形態別のオペレーションシステムの確立とそれに基づく営形態別のオペレーション
効率的な要員配置や人材育成などの推進に加え、これまで効率的な要員配置や人材育成

は各店が個別に抱えていた事務部門を、関西・首都圏など
地区ごとに整理統合し、さらなる業務の効率化を進めます。
その他、あらゆる経費について聖域を設けず抜本的に見直
し、さらに一段のコストコントロール策を実施いたします。
　以上に加えて、これまでの百貨店事業に過度に軸足を
置いた経営から、既存関連事業の強化や、ウェブ通販をはじめ
とする新規成長分野への取り組み強化など、グループ全体と
してバランスよく収益向上と成長をはかるべく、事業構造の
変革にも取り組んでまいります。このため、経営資源につきまし
ても、百貨店事業に偏るのではなく、関連事業にもバランスよく
投入いたします。
　また、本年3月に、雑貨販売の「プラザ」や化粧品事業、通販
事業、レストラン・洋菓子事業を運営する株式会社スタイリング
ライフホールディングス社を持分法関連会社化いたしました
が、今後もアライアンスやM&Aにも取り組んでいきたいと
考えています。
　今回の大震災は、日本にとって史上最大の危機の一つで
あり、この状況において当社に課された一番の使命は、一企業
として日本経済の早期の回復に貢献することであると考えて
います。J.フロント リテイリングは、今回の危機をさらなる変革を
進める契機と前向きに受け止め、新百貨店モデルの確立を
はじめとする経営改革をより一層加速させて具体的な成果を
積み上げ、企業価値の向上につなげてまいります。

2011年6月

代表取締役会長兼最高経営責任者（CEO）
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2010年度連結業績は、昨年10月の第２四半期業績
発表時の見通しに対して、売上は△0.8%の微減でし

たが、コスト管理を徹底した結果、営業利益は7.0%増の
13.2億円、経常利益は8.7%増の16.9億円、それぞれ上回る
ことができました。この結果、対前年同期比較では、売上は
△3.3%と、前年度の△10.4%から大きく減収率を改善する
とともに、営業利益は9.4%増の203億円、経常利益は
5.6%増の210億円、当期利益は8.5%増の88億円と、
各利益段階で増益となりました。営業利益と経常利益の増益
は、いずれも2007年度以来3年ぶり、当期純利益は前年度
に引き続き2年連続の増益となります。期末配当につきまして
は、予定通り3.5円とさせていただきました。2年ぶりに復活さ
せた中間配当とあわせ、年間では前年度と同額の7円配当と
なります。
　昨年3月に合併した大丸松坂屋百貨店では、品揃えやブラ
ンド構成の見直しを進めるとともに、対象顧客層の幅を広げる
ため、従来の百貨店では取り扱っていなかった新規ブランドや
ショップの積極的な導入や、ターゲットやコンセプトを明確に
した編集売場の開発・導入を推進するなど、様々な施策を実行
しました。一方、経費についても全社を挙げて一層の効率的
使用を進めました。
　こうした取り組みの結果、大丸心斎橋店、札幌店など5店舗
の売上が前年を上回りましたが、大丸梅田店の売場面積が
増床工事のため年度平均で約45%の大幅減少となったことも
あって、その結果、売上は△2.9%の減収で、売上総利益は前年
より77億円の減少（△4.7%）となりました。一方、経費面では、
売場運営体制の見直しによる人件費の削減を中心に、広告
宣伝費などあらゆる経費の削減に取り組んだ結果、販売管理
費は前年より91億円減少（△5.9%）しました。この結果、営業
利益は100億円と、対前年比較で15.8%の増益となりました。
　当社が進める経営改革の柱である新百貨店モデル構築へ
の取り組み成果が、少しずつではありますが数値として現れて
きているもとの考えています。

まず、2010年度の業績概要を
教えてください。

〈トップインタビュー〉

代表取締役会長兼最高経営責任者（CEO）

奥田 務

我々の使命は一企業として、
日本経済の早期復興に寄与すること。
そのために、経営改革のさらなるスピードアップが必要。
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当社は、百貨店の業績低迷の本質的な原因は、経済
全体の低迷もさることながら、現状の百貨店ビジネス

モデルが抱える、「マーケット対応力の弱さ」と｢高コスト構造｣と
いう構造的課題にあると考えています。
　特に、「ライフスタイルのカジュアル化」と「節約志向・価格
志向」というマーケットの大きな流れの変化に、百貨店は対応でき
ず、既存のお取引先を中心に、高価格・婦人衣料・中高年・高所
得者・オーセンティック・ドレスアップなどに過剰にシフトしたブラ
ンド構成や品揃えを行ってきました。その結果、百貨店は、大都市
の一等地に大型店舗を有しながら、自らの対象とするマーケット
と顧客層の幅を狭めるとともに、同質化が進んでしまいました。
　「カジュアル化」や「節約志向・価格志向」は、世界的な傾向
で、一時的な現象ではありません。従って、当社は、百貨店が
現在のビジネスモデルを継続する限り、百貨店の業績低迷・
低下は今後も続くと考え、従来の百貨店ビジネスモデルにかわる
新しい百貨店ビジネスモデルの確立に取り組んでいます。今回
の大震災後も、この考え方は基本的に変わらず、むしろ取り組み
をもっとスピードアップする必要が出てきたと考えています。

当社が取り組む新百貨店モデルとは、「お客様が
わざわざ足を運びたくなるような、魅力的、且つ、収益

性の高い店舗を創造するための百貨店再生プログラム」
です。
　日本の百貨店は、欧米、特にアメリカの百貨店とは違い、
幅広い顧客層、即ち「大衆」を主たる支持基盤として、これまで
発展・繁栄してきました。幅広い顧客層のご要望に応えるため、
ファッションからリビング・食品まで、多種多様な商品を漏れなく
店頭に揃えるとともに、価格構成も、百貨店としての低価格
から超高級まで幅広くとることで、圧倒的多数のお客様の憧れ
と強い支持を得ていました。
　しかしながら、「大衆」が時代とともに、質・量ともに変化して
いるにもかかわらず、百貨店は、この変化に対応できず、今の
「大衆」から離れて行ってしまったと認識しています。
　新百貨店モデルでは、「大衆とともに歩む百貨店」の原点に
戻り、｢どうすれば、もう一度多くのお客様に利用して頂けるよう
になるのか｣ということをシンプルに見つめ直し、時代に適合
した新しい百貨店への変革を進めたいと考えています。

リーマンショックから2年が経ちましたが、
百貨店がまだ本格的な回復に至らない
要因は何でしょう。

そうした低迷を打破すべく、
業態変革レベルで取り組んでいる
「新百貨店モデル」とはどのようなものですか。

T O P  I N T E R V I E W

時代に適合した新しい百貨店への変革

百貨店の原点

対象マーケット縮小化・他社との同質化

マーケット対応力の弱さ

高コスト体質

百貨店の原点とは百貨店の構造的課題

既存お取引先を中心にしたブランド構成・品揃えの偏り

高所得者 オーセンティック ドレスアップ

高価格化 婦人衣料 中高年

幅広い顧客層
年齢層・所得層

幅広い品揃え
ファッション～リビング、食品

幅広い価格構成
低価格から超高級まで
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新百貨店モデルの重要課題は２つあります。一つは、
「マーケット対応力の強化」で、もう一つが「ローコスト

オペレーション構造への転換」です。
　「マーケット対応力の強化」については、各店舗ごとに徹底した
地域マーケットの分析を行い、それぞれの地域における競争力
強化を目指した店舗戦略を策定し、この店舗戦略を基本に、
「ライフスタイルのカジュアル化」「節約志向・価格志向」という
大きなマーケット変化への適合と、対象マーケットの拡大に向け、
具体的な商品構成やブランド構成の見直しに取り組んでいます。
取り組みの成果は、入店客数の増加という形で現れています。
百貨店の入店客数は、リーマンショック後、減少傾向が続いて
いましたが、新百貨店モデルの確立に取り組んでから、大丸
松坂屋百貨店の入店客数は改善傾向にあり、2010年度は
主要10店舗の入店客数が、対前年5.8%増となり、特に下期
は、増床工事の影響がある
梅田店を除く、殆どの店舗
において、入店客数が増加
となりました。これは、対象と
する顧客層の拡大に取り組
んできた結果として、今まで
ショッピングセンターや駅ビ
ルなど他の業態に流れてい
たお客様が、大丸・松坂屋
の店舗にご来店いただいて
いると考えています。

特に、2009年11月の大丸心斎橋店北館オープンと
同時に誕生した「うふふガールズ」を、昨年4月には大丸

京都店に、10月には松坂屋銀座店に、本年2月には大丸神戸
店に展開するなど、スピード感を持って多店舗展開した結果、
今まであまり百貨店のご利用がなかったヤング・アラウンド

具体的な成果は
どのようなところに現れていますか。

30のお客様のご来店が増えていると考えられます。
　ID顧客売上をみると、ヤング・アラウンド30の売上が全社的に
大幅に増加しています。改装工事による面積減の影響がある
梅田店と閉鎖店舗を除くと、2010年度のヤングとアラウンド
30のお客様合計のお買い上げ額は、対前年11.8%増加して
おり、ヤングに限ると、59.3%の大幅増となっています。
　これらの新規のお客様は、「うふふガールズ」だけでなく、
化粧品や洋菓子などの食品、さらにはラグジュアリーブランド
など、他の売場でもお買上いただいていることがわかってい
ます。このように、お客様の「節約志向・価格志向」が続き、
お買上単価が減少する中、入店客数を増やすとともに、商品
構成や品揃えの幅広さという他の業態に無い百貨店の強みを
活かし、ご来店頂いたお客様一人当たりのお買上点数を増
やすことが、売上の増加につながると考えております。
　2010年4月に改装オープンした京都店でも、入店客数が、
上期・下期ともに3%弱の増加となりました。改装で導入した4つ
のスペシャリティゾーンの中で、「うふふガールズ」が、新たに戦略
ターゲットに設定した、近隣ＯＬのお客様のご支持を得て好調に
推移しています。ラグジュアリーブランドを集積した「インター
ナショナルブティック」も対前年13.8%増と好調です。京都店の
売上は、上期こそ、改装工事や競合店の閉店セールの影響等も
あり、若干前年を下回りました
が、下期売上は、これらスペ
シャリティゾーンが好調の婦
人服が牽引する形で対前年
0.7%増となり、地区シェアも
前年から0.6ポイント上昇し
ております。

課題としていた「顧客層の拡大」への
取り組みが着実に進んでいるということですね。

「ローコストオペレーション構造への転換」について
は、要員構造の抜本的改革を中心に取り組みました。

従業員の雇用の維持を前提に置きながら、①本社事務部門
の効率化、②「ショップ運営売場」「自主運営売場」それぞれ

ローコストオペレーション構造への転換は、
どのような進捗でしょうか。

主要10店舗入店客数推移（対前年、％）

78.9
△8.9
△1.2
2.9
4.0
4.4
△1.1
4.5
△2.3
38,4

15.1
△8.5
△2.0
2.8
0.2
2.6
3.8
4.8
1.9
25.6

上期 下期

2010年度

心 斎 橋
梅 田 店
東 京 店
京 都 店
神 戸 店
札 幌 店
名古屋店
上 野 店
静 岡 店
銀 座 店
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新たなエントランスとなる３階に、これまで梅田店では扱いが
少なかった欧米のラグジュアリーブランドを導入するとともに、
当社で最も広い、5,100㎡の「うふふガールズ」や、関西最大
規模の婦人肌着売場など、多くの「スペシャリティゾーン」を
新規開発・導入しています。
　３つ目は、「高感度」と「デイリー」の両立です。新しい梅田店
は、梅田周辺で働く人の身近でデイリーなニーズにも対応でき
る幅広い品揃えを実現し、ショッピングの楽しさと日常使いでき
る便利さをかねそろえた「高感度かつリーズナブルプライス」の
「デイリー」な店を目指します。食品売場は1.5倍に拡大し、デパ
地下ならではの名産品からデイリーの食品まで、品揃えを格段
に充実させました。また、婦人洋品の売場は、地区最大規模の
豊富な品揃えでいち早くトレ
ンドを提案し、毎日来ても楽
しいフロアを目指しています。
　一方、オペレーション面
では、これまで商品分野別
にあった6部門をフロア別の
3部門に集約するとともに、
後方事務部門も心斎橋店
と一本化・統合するなど、
大幅な組織のスリム化・
効率化をはかっています。

T O P  I N T E R V I E W

2011年4月19日に全館グランドオープンした大丸
梅田店は、これまでの婦人ファッションに特化した専門

型百貨店から、食品、リビング、スーパーブランド等の商品構成
や品揃えの幅を広げ、ライフスタイルを総合的に提案する、
ファッショナブルでコンテンポラリーな都市型ライフスタイル
ストアとして生まれ変わりました。梅田店の店づくりのポイント
は3つあります。
　1つ目は、立地の良さを生かして、来街者を徹底して取り
込み、顧客層の幅を大きく広げることです。梅田店は、既存の
固定客を維持しながら、これまで百貨店をあまり利用されなかった
子育て世代や、梅田周辺に来街されているヤング層などを新たな
戦略ターゲットに設定し、今までの百貨店に欠落していた商材
を導入することなどにより、より多くのお客様のご要望にお応え
し、集客力の向上をはかってまいります。
　次に、開店以来培ってきたコンテンポラリーテイストを基本
に、ファッション性をさらに強化いたします。大阪駅の改装により

2011年、いよいよ大阪百貨店戦争の
火蓋が切られました。梅田店としては
どのような店づくりで戦うのでしょう。

の特性に合わせたオペレーションの確立とそれに基づく効率
的な要員配置、③効率化した人員の再配置という3つのアプ
ローチで、「組織・要員の効率化」と「グループ視点での幅広い
人材の活用・再配置」を進めました。その結果、J.フロント リテイ
リング単体と大丸松坂屋百貨店合計の社員やパートナーなど
の自社従業員数は、2010年3月の約7,500名から、2011年
3月現在は約6,000名へと、約1,500名の減員となりました。
さらに、3月に大阪地区で大丸心斎橋店と梅田店の事務
部門を統合したのに続き、6月には首都圏でも事務部門を
統合するなど、今後も引き続き要員構造改革を推進し、本年度
中の5,500名体制実現を目標としています。
　加えて、本年度は大震災の影響で厳しい収益環境が予想
されることから、あらゆる経費について、聖域を設けず抜本的
に見直し、さらに一段のコストコントロール策を実施する予定
です。

大丸梅田店「うふふガールズ」

大丸梅田店
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　今後成長の見込める通信販売事業については、事業の
効率的運営と経営資源の集中による発展・拡大を目的として、
大丸松坂屋百貨店のウェブ通販事業を、カタログ通販を主力
とする「株式会社大丸ホームショッピング」に再編統合し、
2011年3月から新社名を「株式会社JFRオンライン」として
新たなスタートを切りました。当面は、基盤となるカタログ事業
の利益を原資に、ウェブ通販事業の拡大・強化を進める予定
です。
　なお、ピーコックストアにつきましては、閉鎖店舗の影響や、
競合店対応から価格設定を低く抑えすぎたこと等の要因に
より、2010年度下期に業績が落ち込みましたが、2011度は、
取引先の集約化や、業務プロセスの標準化・効率化の効果が

出てくることに加え、本年度後半に予定している情報システム
の統合・再構築による、MDの精度向上や対取引先交渉力・
提案力の向上、コスト削減効果などにより、早期に業績の回復
をはかりたいと考えています。

当社は、百貨店事業の経営改革の推進と同時に、
これまでの百貨店事業に過度に軸足を置いた経営

から、既存関連事業の強化や新たな成長分野への取り組み
強化など、グループ全体としてバランスよく収益向上と成長を
はかるべく、事業構造の変革にも取り組んでいます。そのため、
経営資源につきましても、これまでのように、百貨店事業に偏る
のではなく、関連事業にもバランスよく投入し、2011年度の
関連事業の営業増益を目指します。

百貨店以外ではどのような
取り組み強化を進めていますか。

当社グループは、百貨店を核としながら総合小売業と
して生き残りをはかり、付加価値を求めてお客様の豊

かな生活に寄与していきたいと考えています。
　そうした中、2011年3月30日に、雑貨販売の「プラザ」や
化粧品事業、通販事業、レストラン・洋菓子事業を運営する
株式会社スタイリングライフホールディングス（SLH社）の株式
48.5%（同年4月28日現在では49.0%）を取得し、持分法関
連会社化いたしました。当社グループにない長所を持つSLH社
との連携を深めることにより、20～30代の顧客層拡大や、当社
にないチェーンオペレーションのアイデア、売場編集ノウハウ
の活用による自主編集力の強化・売場開発などにつなげて
いけるものと考えています。人材交流を通じてSLH社が持つ
優れた企業文化を学び、取り入れることによる人材育成の面
でも期待をしています。
　今後もグループの成長に向け、アライアンスやM&Aに取り
組んでいきたいと考えています。

株式会社スタイリングライフホールディングスの
株式を取得しましたが、
今後もこうしたM&Aやアライアンスへの
取り組みを進めるのでしょうか。

プラザ心斎橋店

松坂屋
インターネットショッピング

ホームページ

大丸
WEBショッピング
ホームページ
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T O P  I N T E R V I E W

今回の震災は、地震･津波･原子力発電所の事故が
重なり、戦後最大の災害となりました。こうした中、当社

グループは、震災後速やかに、義援金の寄贈、被災地のニーズ
に合わせた毛布・マスク・食品・日用品等のお届けなど、支援
活動を行ってまいりました。また、震災の翌日から開始した募金
活動では、お客様、従業員、お取引先の方々から4月末までに

この未曾有の危機にJFRグループが
果たすべき役割・責任とは
どのようなものと考えますか。

震災直後は、当社の百貨店のうち首都圏5店舗の
売上高が50％以上減少し、首都圏以外でも全国的な

自粛ムードにより、10％以上売上高が減少するなど大きな影響
を受けました。4月からは、不安材料であった首都圏の計画停電
や交通機関の調整が一旦終息し、百貨店の営業時間も通常
に戻りました。首都圏店舗の売上高も日を追うごとに大きく
改善し、首都圏以外の店舗については3月下旬には前年を
上回るまでに回復しました。
　今後については、首都圏の店舗が夏と冬に節電の影響を
受ける可能性が高いことに加え、サプライチェーンの寸断や、
電力不足による生産活動の停滞、原発事故の影響による
国内外での日本製品・産品の風評被害など、企業への影響は
これから本格化するものと思われます。また、企業業績の低迷
が雇用や所得に与える影響、自粛ムードや復興財源としての
増税が予測されることなど、消費マインドの冷え込みが懸念され
る状況です。
　このように、厳しい経営環境が予測されることに加え、この度
の震災を契機に高度経済成長期の終焉以来変わりつつ
あったお客様の価値観、ライフスタイルはさらに大きく変化する
ものと思われます。特に、「ライフスタイルのカジュアル化」と、
「節約志向・価格志向」というマーケットの大きな流れは、一層
加速するものと考えています。

東日本大震災の影響により、
新年度が見通しにくくなりましたが、
消費行動などに変化は見られますか。

3,000万円を越える善意が寄せられました。Ｊ.フロント リテイリング
としての義援金3,000万円と合わせ、日本赤十字社他に寄贈
し、被災された方々の支援に役立てていただきます。皆様の
ご協力に厚くお礼申しあげます。
　この歴史的な危機に対しては、日本全体が力を合わせて
復興に取り組む必要があります。そして、募金活動などを通じて
感じるように、日本国民の気持ちはかつてないほど一つになって
いると思います。一方で、その一体感が自粛ムードを必要以上
に強めていることも否めないでしょう。経済活動が縮小して
しまっては被災地の復興は進みません。
　当社グループが今、最も果たさなければならない使命とは、
一企業として日本経済の早期の復興に貢献することであると
考えています。企業とは、本来その活動を通じて、社会の成長
と豊かさを生み出す根源的な使命を持つ存在であり、その
意味で「社会の公器」です。当社グループは今回の危機を、
さらなる変革を進める契機として前向きに受け止め、新百貨
店モデルの確立をはじめとする経営諸改革にグループ全体
が一丸となってスピードを上げて取り組み、未曾有の困難に
直面する社会の再建に寄与できるよう全力で取り組んでまい
ります。
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● 売上高構成比は各セグメント間の取引を消去した外部顧客に対する売上高の比率です。

● 売上高、営業利益は、各セグメント間の取引を含みます。

売上高（百万円） 営業利益（百万円）

売上高（百万円） 営業利益（百万円）

売上高（百万円） 営業利益（百万円）

売上高（百万円） 営業利益（百万円）

売上高構成比

売上高構成比

売上高構成比

売上高構成比

77.5%

12.1%

5.0%

5.4%

百貨店事業

スーパーマーケット事業

卸売事業

その他事業

● 売上

● 売上
売上高および営業利益

760,919

2009年度

836,189

2008年度

12,995

2009年度

21,616

2008年度

123,258

2009年度

1,429

2009年度

130,660

2008年度

1,105

2008年度

63,249

2009年度

2,573

2009年度

2009年度

81,044

87,139

2008年度

3,572

2008年度

2009年度

2,803

739,311

2010年度

14,853

2010年度

118,180

2010年度

282

2010年度

54,445

2010年度

2,235

2010年度

2010年度

92,737

2010年度

4,263

2008年度

91,688

2008年度

2,558

セグメント別事業概況
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事業会社 ／ 営業拠点

※㈱大丸ホームショッピングは2011年3月1日「㈱JFRオンライン」に商号変更

首都圏50店

　

関西地区29店

　

中部地区8店

：

　

：

　

：

大 丸 1 2 店
　

松 坂 屋 6 店

：
　

：

心斎橋店・梅田店・東京店・京都店・神戸店・札幌店・ららぽーと横浜店・
浦和パルコ店・山科店・新長田店・須磨店・芦屋店

名古屋店・上野店・静岡店・銀座店・高槻店・豊田店

■ ㈱ピーコックストア

国 内 6 拠 点

海 外 9 拠 点

：

：

東京、名古屋、大阪、北関東、長野、大分

大連、上海、南沙、香港、台北、ジャカルタ、ヤンゴン、バンコク、ホーチミン

■ 大丸興業㈱

■ ㈱大丸松坂屋百貨店

■ ㈱博多大丸

■ ㈱下関大丸

■ ㈱高知大丸

■ ㈱J.フロント建装

■ JFRカード㈱

■ ㈱JFRオンライン

■ ㈱ディンプル

■ ㈱J.フロントフーズ

■ ㈱大丸コム開発

■ ㈱消費科学研究所

■ ㈱JFR情報センター

■ ㈱JFRオフィスサポート

■ ㈱JFRサービス

■ ㈱JFRコンサルティング

■ ㈱セントラルパークビル

■ ㈱エンゼルパーク

■ ㈱大丸松坂屋友の会

青山店、高輪魚籃坂店、自由が丘店、下北澤店、藤沢店、恵比寿店、国立さくら通り店、
高田馬場店、麻布十番店、経堂店、桜新町店、東小金井店、藤沢トレアージュ白旗店、
三軒茶屋の杜店、トルナーレ日本橋浜町店、代官山ピーコック店、芝浦アイランド店 など

千里大丸プラザ店、津雲台店、明舞店、高倉台店、芦屋南宮店、甲子園店、山田店、
甲南店、武庫之荘店、箕面桜ヶ丘店、芦屋川西店、北大和真弓店、宝塚中山店、
西梅田店、新神戸店、堂島クロスウォーク店、香里ヶ丘店、泉北晴美台店 など

本山店、月見ヶ丘店、藤が丘店、菱野店、本郷店、平針店 など
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Renewal
新百貨店モデルの

具現化

　お客様のご来店動機を高めていただくた
めに不可欠な要素のひとつは、その店舗に
〝スペシャリティ〟があるかどうかということ。
梅田店は開店以来コンテンポラリーテイスト
を培ってきましたが、新生･梅田店ではそれら
をベースにファッション性をさらに強化してい
ます。これまで取り扱いの少なかったラグ
ジュアリーブランドの拡充により新たに超高
級ゾーンを構築したほか、売場ゾーニング
名称がいまやブランド化したとも言えるヤング・
アラウンド30の女性を対象とした売場〝うふふ
ガールズ〟を当社最大の5,100㎡で導入、さら
にシューズと合わせて雑貨･バッグなどアイ
テムミックスの編集コーナーを設置した〝シン
デレラアベニュー〟、美と健康へのこだわりに
よりサプリメントショップと組み合わせた関西
最大の婦人肌着売場〝オーランジェリーゼ〟
など、数多くのスペシャリティのある売場を
提供しています。

　百貨店からお客様の足が遠退いたひとつ
の要因は、非日常、いわゆるハレ消費の品揃
えに偏りすぎてしまっていたこと。新生・梅田
店は、梅田周辺で働く人の身近でデイリーな
ニーズにも対応できる幅広い品揃えを実現
し、ショッピングの楽しさと日常使いできる便利
さを兼ね備えた〝高感度かつリーズナブルプラ
イス〟の〝デイリー〟な店を目指しています。
ファッションではカジュアルなブランドやアイ
テムを強化するとともに、食品売場は従来の
1.5倍に拡大し、デパ地下ならではの名産品
からデイリーの食品まで品揃えを格段に充実
させました。また、婦人洋品売場は地区最大
規模の豊富な品揃えでいち早くトレンドを提案
し、毎日来ても楽しいフロアを実現しています。
カフェは個性的な10店舗を地下2階から
14階に配置、レストランもランチタイムで
リーズナブルなメニューの充実によりお客様
のご来店頻度向上に貢献しています。

　当社では、売場運営形態を「ショップ運営」
と「自主運営」の2つに峻別し、それぞれの
特性に合ったオペレーションシステムの確立
と要員配置計画、人材の育成などの取り
組みを進めています。
　新生･梅田店ではさらに、これまで商品
分野別に6部門あった組織をフロア別に3部
門に集約し、スリム化をはかるとともに商品
カテゴリーの枠を越えたマトリックス型の
組織運営を実現、合わせて後方事務部門
は心斎橋店との一体運営で集約・統合し、
さらなる効率化をはかっています。
　これら「売場オペレーションの変革」により、
少数社員による業務運営が可能になり、生産
性の向上によるローコストオペレーションが
大きく進みます。こうした取り組みを進めていく
ことにより、梅田店を含めた百貨店トータル
の人員は、昨年度当初の7,500名体制
（2010年3月）から5,500名体制（2012年
2月末）となる予定です。

　これまで百貨店は大都市の一等地に
大型店舗を持ちながら、高価格・中高年や
オーセンティック・ドレスアップなどに過剰に
シフトしたブランド構成や品揃えを行ってきた
ことにより、自ら対象とするマーケットと顧客
層の幅を狭めるとともに、同質化が進んでき
ました。新生・梅田店では、既存の固定客を
維持しながら、これまで百貨店をあまり利用
されなかった子育て世代や梅田周辺に来街
されているヤング層などを新たな戦略ター
ゲットに設定。ファッションビルで人気のブラ
ンドやロードサイド型から発展した紳士服
ショップの展開により低価格帯を強化し
価格の幅を広げるとともに、東急ハンズや
ポケモンセンターなど百貨店に欠落していた
商品･サービスの導入によりカテゴリーの
幅を広げ、より多くのお客様のご要望にお
応えすることにより飛躍的な集客力の向上
をはかっています。

〝百貨店再生〟へ、加速　

　J.フロント リテイリングは、マーケット対応力
の強化とローコストオペレーションへの構造
転換の実現に向け、新百貨店モデルの構築
を進めています。
　新百貨店モデルとは「お客様がわざわざ
足を運びたくなるような、魅力的でかつ収益
性の高い店舗を創造するための百貨店再
生プログラム」です。その新百貨店モデルの
現時点での集大成とも言える新生・大丸
梅田店が2011年4月19日に増床グランド
オープン（売場面積64,000㎡・従来の
1.6倍）。これまでの婦人ファッション特化型
の専門百貨店から、食品、リビング、ラグジュ
アリーブランドなどの品揃えの幅を広げ、ライフ
スタイルを総合的に提案する、ファッショナブル
でコンテンポラリーな都市型ライフスタイル
ストアに生まれ変わりました。
　梅田店の店づくりのポイントは３つあり
ます。ひとつは立地の良さを生かした来街
者の徹底した取り込みによる「顧客層の拡
大」、２つ目はスペシャリティゾーンの充実
などによる「ファッション性の強化」、そして
３つ目がショッピングの楽しさと日常使いで
きる便利さを兼ね備えた「高感度とデイリー
の両立」です。

新百貨店モデルの集大成―
大丸梅田店増床グランドオープン

ローコストオペレーションへの構造転換

高感度とデイリーの両立

ファッション性の強化

顧客層の拡大

大丸梅田店▷

JR大阪駅
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〝スペシャリティ〟の
提供で店舗競争力強化

　「シンデレラアベニュー」は、シンデレラが
履いたガラスの靴のように、お客様の好み
やサイズにぴったりの靴が必ず見つかる売
場を実現するということをコンセプトに誕生
しました。京都店では、よりお客様のニーズ
にきめ細かく応えられるよう13名のシュー
フィッターを配置し、専門性の高さを追求し
たサービスを提供しています。梅田店では、
編集コーナー〝セレクト＆クリエーター〟を展
開し、靴とともにバッグ、帽子、ネックウエア
など他のアイテムと組み合わせたセレクト
ショップ感覚のコー
ディネートを効果的に
プレゼンテーション。
近隣OLへのアピール
を強化したほか、お客
様がお探しのものが的
確に見つかるよう、オ
ケージョンやサイズ、機
能別などの課題解決
型編集も取り入れてい
ます。

　梅田店増床部分に新たに展開した「オー
ランジェリーゼ」は、従来のしっかりとしたコン
サルティングを伴った購買だけではなく、言
わば街路を散策しながらお気に入りの雑貨
を探す気分を再現したような楽しさを取り入
れたゾーニングです。これまであまり百貨店
で肌着をお求めになっていなかった20代、
30代女性の新たな開拓を狙い、百貨店で
はあまり取り扱ってこなかった低価格帯のブ
ランドやルーム雑貨なども導入しながら品揃
えの幅を拡大しました。また、サプリメントやこ
だわりコスメのコンセプトショップも売場内に
併設するなど、スペシャリティ感をさらに演
出。こうした取り組みにより、同フロアにある
婦人靴・ハンドバッグ売場との回遊性も向
上し、期待どおりの相乗効果が生まれてい
ます。

　スペシャリティゾーンの代表例は、2009
年11月にオープンした大丸心斎橋店北館
の「うふふガールズ」。「うふふガールズ」で
は、ターゲットをヤング～アラウンド30の女
性に絞り込み、これまで百貨店では取り
扱ってこなかったブランドのファッションや
雑貨の集積だけでなく、お洒落なカフェまで
配したほか、ブログやフリーペーパーなど新
たなコミュニケーション手法を取り入れまし
た。明確なターゲットを対象とした新たな空
間･価値観とフロアネーミングは短期間に
浸透し、「うふふガールズ」のブランド化にも
成功しています。「うふふガールズ」はその
後、2010年に京都店、銀座店、2011年
には神戸店、梅田店、札幌店まで順次展
開しており、狙いどおりの顧客層拡大に貢献
しています。

新百貨店モデルの中核―
スペシャリティゾーン

オーランジェリーゼ

シンデレラアベニュー

うふふガールズ

スペシャリティ
ゾーン

大丸梅田店「シンデレラアベニュー」

大丸梅田店「うふふガールズ」

　デパ地下ならではの名店ブランド展開に
加え、デイリーな品揃えも強化した「ごちそう
パラダイス」、パンツの品揃えを特に強化し
アラウンド40の女性に向けたカジュアルな
スタイリングを提案する自主編集売場「シー
ズンメッセージ」、紳士雑貨アイテムにステー
ショナリーや時計、自転車なども加えた新世
代の売場「サウザリーフ」なども展開。今後
も、それぞれの店舗戦略をベースにスペシャ
リティを追求したゾーン構築を強化していき
ます。

　J.フロント リテイリングは、新百貨店モデ
ル構築の中核となるスペシャリティゾーンの
展開拡大を進めています。
　スペシャリティゾーンとは、お客様がひと目
見て〝私の売場〟と感じていただけるゾーン
です。地域ごとのマーケット調査に基づく店
舗戦略をベースに、対象とする顧客層ごと
の価値観やライフスタイルに合わせた「コン
セプト」や「テーマ」に基づき、ブランドや
ショップ、商品などを編集。“スペシャルな付加
価値”を創出する「スペシャリティゾーン」の
積極展開とそのブランディングにスピードを
上げて取り組んでいます。
　スペシャリティゾーンの切り口は多様に考
えられますが、当社は当面2つのタイプ、すな
わち、ライフスタイルの専門性を追求する
「ターゲット絞り込み型」と商品アイテムを絞
り込む「パワーカテゴリー型」を中心に開発
を進めていきます。こうしたスペシャリティを
持ったゾーンを店内に数多く配置することに
より、店舗の競争力や高いイメージを創出し
ていきます。

その他にも続々誕生

Specialty
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　J.フロント リテイリングは、店舗の魅力化
と営業基盤の更なる強化をはかるため、大
都市圏での百貨店店舗の大型化・新鋭化
を進めています。
　2011年4月16日に従来の1.6倍に増床
した大丸梅田店に引き続き、大丸東京店は
2012年秋に現在の1.4倍の46,000㎡に
増床する第2期オープンを予定しています。
東京店は2007年11月に「TOKYO・オトナ・
ライフスタイル百貨店」をストアコンセプト
に、新店として第1期移転増床オープンしま
した。第1期では、従来からの強みであった
食品部門をさらに充実･強化しつつ、都内
最大規模のコスメフロアをはじめ、24時まで
営業の店舗も備えた2層展開のレストラン

フロアを拡大･強化し、東京駅
周辺で働くOLやビジネスマン、
そして東京駅を利用する多様
な方々に人気を集めています。
そして2012年第2期本格
オープンでは、東京駅を利用
される幅広い層のお客様を対
象とし、程よいファッション性と
ブランド力のある東京で人気
の商品を取り揃えるとともに、
B1、1F、2Fには新エントランス

も設置し、ご来店いただくお客様の回遊性
を高める売場展開を行っていきます。強みで
ある食品は圧倒的なものとしてさらに強化
するとともに、ファッションでは百貨店なら
ではのブランドから、ファッションビルで人気
のショップまで幅広くラインナップ。さらに
集客力のある大型ショップの導入なども
検討しています。同店は、八重洲口、日本橋
口、丸ノ内口、JR駅構内も含めた東京駅を
ひとつの大きな街としてとらえる「Tokyo 
Stat ion City/東京ステーションシティ」
構想の中に位置づけられており、首都玄関
に相応しい斬新な店づくりを目指しています。
投資額は1期、2期合わせて180億円を予定
しています。

首都圏の大型プロジェクト―
営業基盤拡充によりプレゼンス向上

　一方、松坂屋銀座店では、同店を含む
銀座6丁目2街区を一体開発する大規模
プロジェクトが進行中です。再開発となる
敷地面積は約9,000㎡で、うち約65％を
松坂屋が所有しています。一体開発する
建物は、地上12階、地下6階、高さ56mを
想定し、地下2階から地上6階は商業、7階
から12階はオフィスを予定しています。併
せて、観光客を迎え入れるためのバス乗降
スペースや、銀座全体の都市機能を高める
ための地下道の新設、緑の創出と環境負荷
軽減のための屋上緑化など、環境や都市
基盤の整備に寄与するという視点による
地域貢献についても検討が進んでいます。
J.フロント リテイリンググループが展開する
商業施設については、世界的商業立地で
ある銀座に相応しく、グレード感があり、先進
性、ファッションイメージの高い店舗の構築
をはかります。
　こうした東京駅地区、銀座地区における
2つの大型プロジェクトへの取り組みを通じ、
J.フロント リテイリンググループとしての首都
圏におけるプレゼンスを飛躍的に高めたいと
考えています。

大丸東京店（1階 新エントランス・2階 デッキイメージ）

Growth
店舗の大型化･新鋭化

地区再開発

銀座五丁目

中央通り

銀座六丁目

銀座四丁目

晴
海
通
り

松坂屋銀座店

2街区を
一体開発

松坂屋銀座店再開発予定地

N

大丸東京店 増床完成予想図（2012年秋）▷

第Ⅱ期増床部

第Ⅱ期増床部

第Ⅱ期増床部

第Ⅱ期増床部

第Ⅱ期増床部

第Ⅱ期増床部5F

13F
（増床部は12Fまで）

4F

3F

2F

1F

B1

入店客数1日平均8万人から
増床オープン後は10万人以上に

Tokyo Station City ［東京ステーションシティ］

大丸東京新店
［II期（2012年）
工事完成予想図］

II期
増床
部分
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　「点」から「面」へ―  J.フロント リテイリング
は、店舗そのものの魅力化とともに、店舗周
辺に高感度なショップを展開し、地区トータル
としての活性化もはかっています。
　この取り組みは、1988年に大丸神戸店で
始まりました。当時、神戸地区の交通やビジ
ネスの中心は三宮にシフトが進んだため、大
丸神戸店のある元町は相対的に活力を失い
つつあり、わざわざ来ていただくための魅力づ
くりが急務となっていたのです。同店の周辺
店舗開発はまず自社ビルからスタートしました
が、それだけでは地域の活性化には限界があ
ります。そのため、居留地内の他のビルにも
大丸が窓口となってブランドショップの誘致を
積極的に進め、地域全体としての集客力の
強化をはかってきました。〝旧居留地38番館〟
〝ブロック30〟など、歴史ある近代洋風建築
が醸し出す、懐かしい、けれど新しい表情を生

かしながら多彩な個性を持つ店舗展開は今
では70ブランド＆ショップ（2011年5月現在）
に至り、町の歴史に新たな時代の息吹を吹
き込んでいます。
　そして、こうしたノウハウは、他の店舗にも
応用が進んでいます。
　大丸心斎橋店は、心斎橋筋商店街ととも
に地域の賑わいを創出してきましたが、2003
年頃から隣接する店舗の商売を取り巻く環
境変化や家主の世代交代などが進む中で、
事業撤退を選択する老舗も現れました。この
ままでは、商店街の活気が失われるどころか、
放置すればファッショナブルな心斎橋のイ
メージも損なわれてしまう、そうした危機感か
ら、心斎橋店においても神戸店の手法を取り
入れた周辺店舗開発に着手しました。店内
の売場展開では一定の制約を受けるショッ
プデザイン、環境も路面なら思い切ったこと

「点」から「面」へ―
地域としての魅力化による集客力向上

ができることから、話題性のある店舗が次 と々
集まり、現在では23ブランド＆ショップ（2011
年5月現在）が展開されています。
　また大丸京都店でも、商業集積度の高い
四条河原町に負けない、四条烏丸地区の活
性化を目指し、2004年にオープンした「ルイ･
ヴィトン ストア」を1号店として、その後も徐々
に周辺店舗開発を進め、現在ではファッショ
ンからエステティックサロンに至るまで12ブラ
ンド＆ショップ（2011年5月現在）を展開し、
地区トータルとしての魅力化に取り組んでい
ます。
　さらに、松坂屋上野店においても周辺地
区開発の動きに合わせ、2009年に完成した
立体駐車場の1階部分に、大型スポーツ
ショップやスイーツショップを誘致し、品揃えの
幅の拡大による新たな顧客層の開拓を
はかっています。

Area
周辺店舗開発

エンポリオ アルマーニフリーズショップジーニアスギャラリー

大丸神戸店周辺店舗

BLOCK47

BLOCK44

BLOCK32

BLOCK30BLOCK31

A.P.C.

トリッペン
ケイトスペード
ヴィヴィアンタム

ノーベスパジオ・マテリア
カステルバジャック

ハンティング
ワールド

ヨーガンレール

ジル・スチュアート

ミュウミュウ

ブルー ブルーアンリークイール

ロイズ アンティークス

エポカ ザ ショップ 

 ドレスギャラリー［ホワイトドア］

カバン・ド・ズッカ／
ツモリチサト

  大丸インテリア館［ル・スティル］

NTT西日本新神戸ビル

ジーニアスギャラリー

旧居留地
38番館大丸

アネックス

大丸（神戸店）

〈JR元町駅〉

複数のブランド店舗が入居するビル 大丸京都店周辺店舗

エンポリオ アルマーニ
大丸リラクシングガーデン京都

阪急（烏丸駅）

地下鉄（四条駅）
東
洞
院
通
り

高
倉
通
り

地
下
鉄
烏
丸
線

大丸（京都店）
A.P.C.

ルイ・ヴィトン 
ストア

ハウス オブ
ジルスチュアート

ボッテガ・ヴェネタ
ジョゼフ ザ ストア

阪急京都線

烏
丸
通
り

四条通り

大丸心斎橋店周辺店舗

クリスタ長堀（地下街）

4℃
自転車ブティック
イル チェルキオーネ

フリーズショップ

サマンサタバサ
ロンシャン

スウォッチ ストア OSAKA

キールズ

アナスイ

サンリオギャラリー

地下鉄（心斎橋駅）

御
堂
筋ホワイトアベニュー

（ホテル日航大阪内）

カナル4℃／
フラッグスカフェ

ローズバッド

ザ・ボディショップ

ボンポワン

アッカ

Nike OSAKA

スタジオV

ルミエ・パリ

ビームスOSAKA

ルシアン・
ペラフィネ

フラワーショップ
「ブーケ」

ビッグ・ステップ アニエスb

  大丸（心斎橋店）

大丸松坂屋百貨店（本社）
イーヴス

バッグンナウン
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Customer
 固定客戦略

　顧客基盤の拡大においては、新百貨店
モデルの中核であるスペシャリティゾーンの
展開に際し、ターゲットとするお客様を新たに
スペシャリティゾーン独自のカード会員として
組織化を進める取り組みが大きな成果を挙げ
ています。スペシャリティゾーンの代表として
話題の「うふふガールズ」では、2010年3月
に大丸心斎橋店において「うふふガールズ
カード」の発行を開始。カード会員限定のイベ
ントやポイントアップなどのフロア固有情報の
メール配信サービスを継続して行った結果、
年間のカード会員数は約2万人に達しました。
2010年度の心斎橋店におけるヤング・アラ
ウンド30のID顧客数は対前年28.6％増、
買上高は同40.9％増となるなど、ターゲット
となる若い女性の集客、囲い込みのための
有力なツールとしてその役割を果たしてい
ます。その後、「うふふガールズ」をオープン
させた京都店、神戸店、梅田店ででも同様
の取り組みがスタートし、各店で狙い通りの
顧客の固定客化が着実に進んでいます。

　大丸松坂屋百貨店では、携帯メールアドレス
をご登録いただいたカード会員を「MYメール会
員」として、お客様の趣味・嗜好にあった売場
のお買得情報などをメール配信する取り組み
を2008年度から開始。すでに新聞広告や折
込広告に代わる有効な来店促進ツールとして
確立されています。MYメール会員のお客様に
配信されるのは、各種イベントのスケジュール
などの定型的な売場情報だけではありません。
会員のお客様がご来店された際に、各店に設
置された来店ポイント登録機（ＭＭＳ＝マルチ
メディアステーション）にご自分のカードを
挿入すると、カード情報をもとにその店のお得
な情報が5分以内に携帯メールで配信される
画期的なサービス「ＭＭＳメール」も全店に
導入。お客様の購買意欲を刺激し、売場に
足を運んでいただく確率を高め、確実に買い
回り促進や客単価アップにつながる新たな
販促手法となっています。
　現在、大丸松坂屋百貨店のＭＹメール会員
数は約37万人の規模となりましたが、メール
アドレス登録可能なカード会員300万人以上
を擁しており、今後も会員拡大余地はまだ
十分にあります。なお、カードをお持ちでなくと
もメールアドレスの登録で会員になれる「モバ
メート会員」の募集を2010年度から行って
おり、週１回大丸・松坂屋のお買い得情報を
掲載したメールマガジンの配信を通じてカード
会員化の促進につなげています。

お客様を、もっと知る―
顧客基盤の拡大とＣＲＭ活動の充実

　固定客戦略の主目的は、現在自社カード
を保有する約400万人のID顧客の組織化を
はかり、安定した売上を確保することにあり
ます。そのためにはお客様ひとりひとりの購買
行動を把握して、ご来店の促進をはかること
で顧客基盤の拡大を継続的に進めていく
ことが不可欠となります。大丸松坂屋百貨
店では、この「お客様とのリレーション」に取り
組む現場の担当者を科学的に支援するため
の顧客情報システム「J－ＣＩＳ」が稼働して
います。「J－ＣＩＳ」は、MD情報システムとも
リンクしているため、販売の現場で得られた
情報をもとにお客様の特性や変化をいち早く
捉えることができます。また、お客様情報は
世帯、個人、口座単位で一元管理することも
可能です。こうした情報を通じてお客様の
購買動向を分析し、売場づくりに反映して
いくと共に、お客様と販売員の関係強化を
推し進めています。
　こうしたＣＲＭ（カスタマー・リレイション
シップ・マネジメント）活動の充実により、
顧客基盤は着実に拡大・強化されています。
2010年度の大丸松坂屋百貨店合計の
ＩＤ顧客数は、自社クレジットカードや現金
カードの新規開拓強化による発行増に支え
られ、対前年4.8％の増加、また、全売上に
占めるカードの個人売上高比率は、
69.1％と対前年1.1ポイントの増加となり
ました。

科学的なアプローチによる売場支援 コミュニケーションツールの強化 スペシャリティゾーンとの連携

MMSメール配信のしくみ 2010年度 世代別ID顧客売上高伸び率（％）

カード会員の
お客様が
メールアドレスを
登録

店頭の
来店ポイント
登録機に
カードを挿入

カード挿入後
5分以内に
お得情報を
配信

ヤング・アラ30

アラ50

アラ40

アラ60～

6.0

4.1

0.3

11.8

※2010年度売場面積が45％
減となった梅田店、および閉店
した岡崎店、名古屋駅店を除く。
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Originality
 自主編集売場
オリジナル商品

　従来婦人服のアイテム編集平場として
展開していた「シーズンメッセージ」のコンセ
プトを一新し、11年2月から、百貨店の主要
顧客であるアラウンド40に向けた自主編集
売場として、新生「シーズンメッセージ」を
スタートさせました。「カジュアルだけど上品に
着こなしたい」「体型を気にせずスタイリングを
楽しみたい」といったアラウンド40のニーズに
対応し、〝私の売場〟と感じていただけるような
売場の構築を目指します。アイテム戦略と
してカジュアルシーンに欠かせない「パンツ」
を核に展開。価格も一般のアパレルブランド
より２～３割ほどリーズナブルに設定し、お客
様の価格志向にも対応していきます。

お客様ニーズの変化への即応と、
独自性・収益性の追求

　百貨店の売上の15～20％を占める自主
運営売場の役割は、日々刻々と変化する
マーケットのニーズに対応して、スピーディー
に品揃えや陳列を変えたり、ショップ運営
売場で品揃えされていないＭＤを提供したり
することによって、差別化・特徴化を進めて
いくことです。
　買取・自主販売を前提に百貨店側のリスク
で運営する自主運営売場は、ＳＣＭ（サプ
ライ・チェーン・マネジメント）全体を当社が
計画・管理することによって、①差別化が
出来る ②変化対応がしやすい ③粗利益率
が高く、収益性が高い ④仕事が標準化
しやすくセントラルオペレーションがしやすい
といった特徴があります。独自のＭＤ展開や
販売サービス力を武器として、競合百貨店
や駅ビル・ＳＣなど他の業態に対しても、
圧倒的な差をつける売場の構築を目指し
ます。

自主編集売場
　自主運営売場の中でも、当社が商品企画
段階からすべてのＳＣＭにかかわるのがプライ
ベート・ブランド（ＰＢ）です。百貨店への信頼
をベースに、品質と価格のバランスがとれた
オリジナル商品を展開しています。
　大丸松坂屋百貨店では、経営統合後大丸
のＰＢであった紳士服の「トロージャン」、婦人
服の「ソフール」を松坂屋にも導入し、当社
グループとしてのＰＢの展開拡大を行ってい
ます。商品開発はもちろんのこと、物流、情報
システム、販促、売場環境、販売、在庫管理
などを総合的に見直し、スピードを上げて
精度の高いサプライチェーンの構築に取り
組んでいきます。

プライベート・ブランド（ＰＢ）

　大丸松坂屋百貨店は、ＳＰＡ（製造小売業）
ブランド戦略に高い実績を持つアパレル、
ワールドとの新しいビジネスモデル構築による
コラボレーション事業に取り組み、婦人服の
「エッシュ」ブランドを展開しています。従来の
アパレルＯＥＭ（相手先ブランド製造）による
ＰＢ商品の開発ではなく、両社のコアコンピ
テンス、つまり百貨店は店舗運営力、ワールド
は商品開発力・供給力を活かした協業を行う
ため、従来の仕入先、取引先という取引関係
ではなく、情報の共有化や利益の配分の明
確化を行うなど、両社が事業パートナーとして、
バーチャルな共同事業体を形成。商品企画か
ら売り切るまでの業務プロセスの中でＰＤＣＡ
（計画―実行―検証－改善）のサイクルを
確実にし、お客様のニーズ、ウオンツに的確に
即応していくよう、協業して取り組んでいます。

コラボレーション

アラ40女性のための自主編集売場
「シーズンメッセージ」をスタート

日本の既製紳士服の先駆けとして1959年に大丸で誕生。
百貨店の紳士服ＰＢとして50年以上にわたり多大なご愛顧
を頂いています。トロージャンとは「トロイの戦士」の意味。「時代
に対応する戦闘服」として、着心地を第一に高品質な素材や
仕立てのよさと今日性をも融合させ、安心で信頼できる品質
を、お客様にご納得頂ける価格でご提供しています。

トロージャン（ＴＲＯＪＡＮ）

シーズンメッセージ（大丸神戸店 4階）

　自主編集売場は、婦人服、婦人雑貨（帽
子、スカーフ、靴など）、紳士雑貨（ワイシャツ、
ネクタイ、肌着など）のアイテム編集売場を
中心に展開しています。2010年度の取り
組みとして、婦人服の編集平場では、ファッ
ションのカジュアル化に対応して、価格の
こなれたオリジナルのハイテンションパンツ
（ストレッチパンツ）を導入し、大丸、松坂屋
全店で年間約9,300本を販売するヒット商品
となりました。また婦人雑貨においては、新たな
マーケットを掘り起こし、買い物の楽しさ、サ
プライズにつながる新規アイテム（エコ雑
貨、化粧雑貨、クラフト雑貨など）を、１～2
週間の期間限定で、延べ約250企画展開
し、新規顧客を獲得するとともに売上の嵩
上げにつなげることが出来ました。
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ソフールとは「Sophisticated（洗練された） 
Full length（等身大の） Office lady（ＯＬ）」
の略。30代からの「働く女性」をターゲットに、
ビジネス、通勤、デイリーのシーンから生まれる
ファッションニーズに対応し、女性らしい洗練
されたスタイリングを提案しています。

ソフール（ＳＯＦＵＯＬ）

心斎橋店、梅田店、東京店、京都店、神戸店、札幌店、
須磨店、名古屋店、上野店、博多大丸、下関大丸、
高知大丸

展開店舗
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Art
美術館・店舗空間

アートのある暮らしを提案

　古典美術から現代アートまで、国内外の
人気作家の作品などをより気軽に身近に
お楽しみいただけるよう、主要百貨店店舗内
に設置した美術館、ミュージアムや多目的
ホールにおいて、絵画、工芸、写真、絵本
原画など、幅広い分野の話題性あふれる
展覧会や各種イベントを随時開催し、ご来店
のお客様に心豊かな生活のご提案と地域へ
の文化貢献をはかっています。

美術館・ミュージアム

J.フロントリテイリング史料館所蔵
「慶長小袖」が国の重要文化財に
　1931年以来松坂屋では江戸時代の小
袖をはじめとする約1万点にのぼる染織品等
の収集を行ってまいりましたが、コレクション
の一つである「慶長小袖」が、そのデザイン、
染織技術、保存状態などの点で高く評価さ
れ、このたび文化庁から国の重要文化財の
指定を受けました。J.フロントリテイリングで
は、こうした当社グループが所蔵する文化遺
産を未来に継承すると共に学術文化に寄与
することを目的に「一般財団法人 J.フロント
リテイリング史料館」を設立し、今後この大切
な文化遺産の維持管理、公開・展示運営を
行ってまいります。

「慶長小袖」新指定重要文化財お披露目公開予定
会期：2011年7月9日（土）～8月7日（日）
場所：松坂屋美術館

2010年度の主な開催実績

2011年度の主な開催予定

松坂屋名古屋店 松坂屋美術館

■ミッフィー誕生55周年 ゴーゴーミッフィー展
（大丸札幌店、神戸店、松坂屋美術館）

■没後10年記念 三岸節子展
（松坂屋美術館）

■画集出版記念 ジミー大西 夢のかけら展
（大丸心斎橋店）

■帰ってきた江戸絵画
ニューオーリンズ ギッター・コレクション展
（松坂屋美術館）

■棟方志功展
（大丸京都店）

■昭和・メモリアル 与 勇輝展
（松坂屋美術館、大丸神戸店、札幌店）

■岩井光昭写真展「ねこ」
（大丸京都店、心斎橋店）

■生誕110年記念 荻須高徳展
（松坂屋美術館）

■リカちゃん展 in OSAKA
（大丸心斎橋店）

■川合玉堂展 ～描かれた日本の原風景～
（松坂屋美術館）

■再興第96回院展
（大丸心斎橋店）

■茶碗 今を生きる ～樂歴代と時代を語る名碗～
（松坂屋美術館）

■武政健夫ガラス彫刻展
（大丸京都店）

川合玉堂《彩雨》1940年 東京国立近代美術館蔵

十五代 樂吉左衞門作 焼貫黒樂 銘 白駱
1986年 樂美術館蔵　
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　1717年（享保2年）に創業した大丸呉服
店が、現在の心斎橋店の地にショーウイン
ドウのある洋風の店舗を構えたのは1914年
（大正3年）。それから数年経った1918年
（大正7年）10月、当時大阪でも珍しく個性
的なゴシック様式の木骨4階建レンガ造り
の百貨店が誕生しました。それが、W.M.
ヴォーリズ（1880-1964年）が大丸の建築
を手掛けた最初でしたが、わずか1年4か月
後には惜しくも焼失。現在の心斎橋店の
建物は、4期に分けて計画的に建築が進めら
れました。第1期工事は1922年（大正11年）
に心斎橋筋側の南半分、第2期工事で同じ
く北半分を1925年（大正14年）、そして
1932年（昭和7年）の第3期、翌1933年

（昭和8年）の第4期増築工事で御堂筋側
を完成し、地上7階のネオ・ゴシック様式の
百貨店が出現することになりました。
　建物の中間層は重厚感のあるスクラッチ
タイル張り、これを挟むように1階は花崗岩
張り、最上階の外壁はテラコッタで緻密に
デザインされています。大丸のシンボルと
なっている孔雀のレリーフが施された玄関を
くぐり抜けて店内に入ると、天井のフレスコ
画、中央エレベータホール上部のステンド
グラス時計など華やかなディテールが次 と々
現れてきます。それらはすべて、幾何学模様
や抽象化された花や樹木、雪や鉱物の結晶
など、ひとつのトーンで統一された、アール･
デコの世界です。

　地域の店舗ごとに特色があるのが本来の
百貨店。モノやサービスとともに、特別な時
間・空間をお客様に提供する、心斎橋店と
してのひとつのアプローチがここにあります。

建築家W.M.ヴォーリズによるアール･デコの世界

大丸心斎橋店

孔雀のレリーフ

フレスコ画の天井光と色彩の天井

イソップ寓話のステンドグラス ステンドグラス時計

本館中2階（メザニーン） レリーフ天井

本館1階エレベータホール
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高質スーパーとして、地域に密着

Supermarket
スーパーマーケット

事業

　ピーコックストアは、セントラルバイイング
によるピーコックらしい高質な品揃えを充実
させる一方、地域のお客様のニーズに合った
個店ごとの品揃えの充実にも取り組んでい
ます。セントラルバイイングの強化においては、
仕入先との連携強化や物流センターの整備
により、商品供給力のアップをはかっています。
　プライベートブランドの「ピーコックチョ
イス」は保存食品、日配品を中心に展開。
日々の生活必需品の安定供給に努めてい
ます。一方、惣菜についても、食べ切りサイズ
の寿司「六貫亭」や、製法にこだわったでき
たてとんかつ「美味さくさく亭」など、素材・

製法・適量にこだわったオリジナル商品の
開発を行い、ランチ、ディナーニーズに合った
惣菜、弁当、寿司のさらなる充実に取り組ん
でいます。

マーチャンダイジング力の強化

　スーパーマーケット事業のピーコックストア
は、大丸松坂屋百貨店が基幹店舗を有する
首都圏に50店、関西地区に29店および
中部地区に8店の計87店舗（2011年5月
現在）を展開。首都圏では都心エリアと
横浜・湘南地区、関西地区では阪神間、
中部地区では市営地下鉄東山線沿線を
それぞれドミナント地区に設定し、取り組み
強化をはかっています。グループの主力で
ある百貨店ブランドイメージを背景とした
「高質」な品揃えとともに、個店ごとの特性に
合ったリーズナブルなオリジナル商品も積極
的に展開し、地域のお客様に支持される
安全・安心な食品スーパーマーケットを目指
しています。

首都圏・関西･中部地区に
87店舗を展開

　ピーコックストアは、店舗オペレーションの
標準化に向けた業務改革を推進し、発注
から品出し、バックヤードの管理などの視点に
よるマニュアルの整備およびそれに基づく業
務運営徹底のための人材教育を実施してい
ます。これらの取り組みをベースとしながら、
現状首都圏、関西地区、中部地区それぞれ
にある3系統のマーチャンダイジング情報シス
テムを2011年度後半をメドに統合する準備
を進めています。新システム導入により、品切
れ防止や商品改廃へのスピーディな対応が
可能になるとともに、バイヤーによる棚割り
レベルでの品揃え一元管理や地域特性に
応じた個店対応での棚割りも実現し、抜本
的な店舗営業力の強化をはかります。また、
得られた一元化情報を活用したセントラル
バイイングによる取引交渉力の向上や、情報
精度の飛躍的アップによる商品ロスの削減
などによる利益率の向上も目指しています。

オペレーション力向上を目指した
業務・システム改革

　ピーコックストアは現在、新規出店は最小
限にとどめながら既存主力店舗の改装・
活性化に優先的に取り組むとともに、思い
切った不採算店舗の閉鎖も積極的に進め、
体質強化をはかっています。2010年度は
新店として「@中野マルイ」を新規にオープン
したほか、「泉北晴美台店」「高野台店」

「袖が浦店」「藤沢トレアージュ白旗店」など
既存店11店舗の改装を実施。地域ごとの
店舗特性に応じた商品構成、価格構成の
見直しや新規ブランドの導入、売場導線の
変更などにより、活性化をはかりました。一方、
不採算の5店舗を閉鎖し、スピードを上げて
収益構造の改善を推進しました。
　2011年度もこうした方針を継続強化
し、既存店の収益力向上に向け、有力店
舗の積極的な改装・活性化に取り組んで
いきます。

スクラップ＆ビルドの推進

■ 店舗所在地一覧（2011年5月現在）

箕面桜ヶ丘店
甲南店
芦屋川西店
北大和真弓店
宝塚中山店
箕面外院店
西梅田店
新神戸店
新千里西町店
堂島クロスウォーク店

ピーコックストア
香里ヶ丘店
泉北晴美台店

中部地区
（8店舗）

関西地区
（29店舗）

マツザカヤストア
竹ノ塚店
恵比寿南店
高島平店
豊四季店
大島店
片倉町店
本郷台店
磯子店

エクセ ピーコック
グランデュオ蒲田店

ピーコックストア
白楽六角橋店
グランパーク田町店
上池袋店
洋光台店
ニッケコルトンプラザ店
＠中野マルイ 

新浦安店
都立家政店
桜新町店
高野台店
東小金井店
上池台店
文京グリーンコート店
三田伊皿子店
玉川上水店
石川台店
花小金井店
国立弁天通り店
藤沢トレアージュ白旗店
三軒茶屋の杜店
トルナーレ日本橋浜町店
代官山ピーコック
芝浦アイランド店
神田嬬恋坂店

首都圏
（50店舗）

大丸ピーコック
青山店
袖ヶ浦店
高輪魚籃坂店
目白店
自由が丘店
阿佐ヶ谷店
下北澤店
藤沢店
みさと店
恵比寿店
国立さくら通り店
横浜橋店
久我山店
高田馬場店
麻布十番店
井荻店
経堂店

大丸ピーコック
千里大丸プラザ
津雲台店
北千里店
明舞店
中宮店
高倉台店
松が丘店
狩野台店
塚原店
星田店
千里南町プラザ店
芦屋南宮店
甲子園店
甲東園店
山田店
武庫之荘店
千里山店

マツザカヤストア
本山店
月見ヶ丘店
藤が丘店
菱野店
本郷店
平針店
三好店
千代田店

ピーコックストア青山店

プライベートブランド「ピーコックチョイス」
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アジアの拠点を強化し、
成長市場へ挑戦

Wholesale
卸売事業

　卸売事業の大丸興業は、電子部品、食品、
ソフトウエア、化学品、金属樹脂加工品、
住宅資材、釣竿などを取り扱い、工業原料
や小売商材の調達からアフターケアに至る
までのあらゆる業務を通じてお客様にソリュー
ションを提供しています。
　一例として、「金属樹脂加工品」分野で
は、大手自動車メーカーの世界戦略車の
様々な部品を供給しているほか、「化学品」
分野では、最近話題となった〝水ガラス〟の
材料をメーカーに納入。「電子部品」分野で
は、プリント基板・半導体のニッチ市場を
攻略し、世界有数の電子部品メーカーと
商品開発・調達でしのぎを削っています。
「包装資材」では、海外製造工場を使うこと
によりコストを下げ、多くの有名なお菓子の
パッケージを納入しています。

事業の多様性で顧客ニーズに対応

　大丸興業は、海苔、椎茸、かに缶、調味
料などの中元・歳暮ギフト好適品を大丸

松坂屋百貨店と共同開発し、全国の大丸、
松坂屋の各店で販売しています。原材料の
選別や加工方法等、品質基準を明確にし、
生産から納品までを一手に請け負い、原産
地証明や生産エビデンスも万全で、消費者
の方々にこだわりの商品を安心とともに
お届けしています。
　また、同社はワインや食材をフランス・イタ
リアから直輸入し、大丸、松坂屋、ピーコック
ストア各店で販売しています。フランスの
有名シェフ ポール・ボキューズ氏推奨ワイン
をはじめ、品質・香り・風味にこだわり作り上
げられた逸品をセレクトし輸入しています。
2010年度からはこうしたノウハウを活かし、
大丸松坂屋百貨店の一部店舗において
酒売場の運営そのものを受託し、リテール
分野にも参入。企画、調達から販売までを
一貫して運営することにより、百貨店売場
業務運営の効率化に寄与しています。
　今後は、百貨店やスーパーだけでなく、
通販事業や建装、レストラン等のグループ
内企業との連携を深め、さらにシナジーを
追求していきます。

グループ事業とのシナジー

　大丸興業は、日本、中国、アセアンの三極
市場でのビジネスを中心に、国内では東京、
名古屋、大阪など6拠点、海外では中国
本土、香港、台湾、タイ、インドネシア、ミャン
マーなどに9拠点、合計15の営業拠点を有し
ています。世界人口は、現在の67億人から
2050年には90億人に達すると予測され、
その大半が集中するアジア圏は、世界の
ＧＤＰの50％を占めるようになると言われてい
ます。グローバルな視点において、商社機能
を持つ同社には多くのチャンスがあると考え
られ、今後は東南アジアやアセアン諸国を
情報収集や事業拠点として強化し、需要
拡大が期待できる新興国への進出をはかっ
ていきます。

アジア拠点の戦略的活用

2010年度のトピックス

日産自動車から
「無検査メーカー認定書」および
「Ｒ＆Ｄ感謝カード」を授与

※「Ｒ＆Ｄ」は、「リサーチ＆デベロップメント」の略で
　「研究・開発」の意味。

　2010年5月10日、大丸興業品質管理セン
ターにおいて”無検査メーカー認定書交付式”
が開催され、合格認定書を授与されました。
今回で大丸興業は、無検査メーカーとして
19年連続認定となりました。無検査メーカー
認定合格基準は、良品率99％以上、納期達
成率95％以上と非常に高い品質合格基準
が要求されます。この認定を受けたサプライ
ヤーからの部品は、日産自動車総合研究所に
おいて無検査で、実験・研究に使用されます。
　また、同年10月29日、日産自動車のハイブ
リッド車『フーガ』（2010年11月2日発売）
発売前披露会において、同社から大丸興業
自動車加工部品チームに所属する2名の社員
に「Ｒ＆Ｄ感謝カード」が授与されました。今回
の「Ｒ＆Ｄ感謝カード」はハイブリッド車『フーガ』
の新技術の研究開発に貢献のあった企業
50社に対して授与されたものです。

ホーチミンホーチホホ

台北台北

大連大連連

上海上海

南沙

香港香

東京東京
関東（群馬）北関

長長野

分大分

中華人民共和国

タイ

インドネシア

ジャカルタ

ミャンマー
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チャネルの多様性で
お客様ニーズに対応

Mail-order
通信販売事業
再編

　IT技術の進展やライフスタイル、ショッピ
ングスタイルの多様化により、通販事業へ
の対応は、ますます重要な経営課題となっ
ています。これまで、J.フロント リテイリング
グループでは、大丸ホームショッピングの「カタ
ログ事業」、大丸松坂屋百貨店の化粧品
通販サイトである｢マルコレ事業｣、不要品
のリサイクルと寄付を結びつけた｢ソーシャル
ネット事業｣、ギフト商品を中心とした「百貨
店ウェブ通販事業」の4つの通販事業を
運営してきましたが、通販事業をさらなる
成長が見込める事業と位置づけ、本年3月
1日、大丸ホームショッピングに再編統合
すると同時に、商号を「JFRオンライン」に変
更し新たなスタートを切りました。これにより、
グループ通販事業の効率的運営、ならびに
成長事業への経営資源の集中を進め一層
の発展・拡大をはかっていきます。

　今までは「百貨店」「スーパー」といった
｢店舗｣という物理的な販売チャネルに重点
をおいてきましたが、今後は、複数の販売
チャネルと多様なアプローチ手段を活用
することによって事業の拡大をはかっていき
ます。まずは基幹事業であるカタログ事業で、
ご利用のお客様が多いシニア層が利用しや
すい販売チャネルの創出やニーズに合った
商品提案など、マーケットに適合したビジ
ネスモデルへの転換を進めていきます。
　ウェブを活用した事業ではサイトへの訪問
者数の拡大と継続的な購入の促進をはかる
ため、お客様との接触ポイントやコミュニ
ケーション方法の見直しをはかっていきます。
　また、時代の変化を捉えた販売方法や
販売チャネルを提供するために広く情報を
集め、外部の企業との提携も視野に入れ
ながら事業展開を進めていきます。加えて、
従来は百貨店などの店頭で取り扱いが
なかった商品についても、お客様のニーズ
に沿うものであれば、積極的に取り扱いを
行っていきます。
　これらの事業以外にも、グループ各社の
通販事業の受託運営をはじめ、新規事業に
ついても積極的に参入を検討し、グループ
の成長を支える企業として成長を目指し
ます。

　業務面では、各通販事業共通のインフラ
となる顧客情報やECシステム、ロジスティッ
クス等のプラットフォームを標準化すると
ともに、通販事業に共通する運営オペレー
ションに、それぞれのノウハウやスキルを
相互に活用することによって、より効率の
高い業務運営を実現していきます。
　併せて、最新のシステム活用による顧客
サービスの向上や顧客とのコミュニケー
ション手法の多様化への対応にも通販事
業一体で取り組み、さらなる生産性の向上
を追求していきます。

　通販事業は、300万人を超える会員の
方々にご利用いただいています。現在、売上
高の約95％はカタログ通販事業が占めて
いますが、今後は、そうしたカタログ通販事
業の強みは維持しつつ、中長期的には
「ウェブ通販事業」の抜本的な強化をはかっ
ていきます。そのため、ウェブ通販事業では、
取り扱いアイテムの拡大やモバイルサイト
の充実、さらには他企業とのアライアンス
なども積極的に進め、カタログ通販事業
以外の売上シェアを3年後の2013年には
約25％、将来的には約60％まで高めて行き
たいと考えています。

通販事業を再編統合、
JFRオンラインを設立

通販ビジネスモデルの変革 標準化、共通化によるシナジー創出

ウェブを中核事業に

４つの事業分野

ファッション・リビング・フーズなどすべてのジャンルの商品を取り扱う
総合カタログを発行。会員の約70％は関西圏に居住するが、今後は
中部圏・首都圏エリアを強化。主要顧客であるシニア層が利用しやすい
通販事業の基盤を構築。

美容のプロがアドバイスする人気の美容液などの化粧品、美容サプリ
メントからオーガニックコスメまで、保湿・エイジングケアといったお悩みに
応える化粧品通販。

お客様のご不要になったブランド品の買取･販売によって、環境にやさ
しい循環（リユース･リサイクル）を促進すると同時に、売買代金の一部
を寄付するという社会貢献要素を組み合わせた新しい形態のビジネス。
循環型消費・社会貢献意識の高まりに対応。

ソーシャルネット事業

大丸松坂屋百貨店のショッピングサイトを受託運営。中元･歳暮、一般
ギフトなど百貨店の強みである「ギフトマーケット」を中心に、ウェブ独自の
魅力ある商品ラインナップを加え、サイトへの訪問者数の拡大と継続的
な購入の促進をはかる。

百貨店WEB通販事業

カタログ事業 マルコレ事業
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ソーシャルネット事業

百貨店WEB通販事業

マルコレ事業

カタログ事業

http://www.daimaru.jp
http://shop.matsuzakaya.co.jp

http://www.jfr-socialnet.com

http://dmall.jp

http://www.marucollet.jp
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大丸・松坂屋の沿革

創業者・下村彦右衛門正啓

1726年に開店した大阪店

歌川広重が画いた大伝馬町の江戸店

大丸名物となった借傘は
浮世絵にも画かれた

1914年、大阪初登場となった
大阪店のショーウィンドゥ

1922年、第1期工事が完成した大阪店

■ 下村彦右衛門正啓が京都伏見に呉服店「大文字屋」を開業。（大丸創業）
■ 大阪心斎橋筋に大阪店「松屋」を開き、現金正札販売をはじめる。
　（現、心斎橋店現在地）
■ 名古屋本町4丁目に名古屋店を開き、初めて「大丸屋」と称する。
■ 「先義後利」の店是を全店に布告。
■ 京都・東洞院船屋町に大丸総本店「大文字屋」開店。
■ 江戸日本橋大伝馬町3丁目に江戸店開業。
■ 大塩の乱起こる。「大丸は義商なり、犯すなかれ」と、焼き打ちをまぬがれる。
■ 資本金50万円で「株式合資会社 大丸呉服店」を設立。
■ 江戸店、名古屋店を閉鎖。
■ 京都店が現在地に開店。
■ 神戸・元町に神戸支店開業。
■ 資本金1,200万円で「株式会社大丸呉服店」を設立。
■ デパート業界で初めての週休制（月曜定休日）を実施。
■ 神戸店が現在地に移転し開店。
■ 大阪店（現、心斎橋店）にデパート業界初の「染色試験室・衛生試験室」
　（現、消費科学研究所）を開設。
■ 商号を「株式会社大丸」に改める。
■ 高知大丸開店。
■ 大丸興業（株）を設立。
■ 下関大丸開店。
■ 博多大丸開店。
■ 東京駅八重洲口に東京店開店。
■ オリジナル紳士服「トロージャン」誕生。
■ ピーコック産業㈱（現、大丸ピーコック）を設立。
■ CISを導入、新しいマークを制定。
■ 大阪ターミナルビル「アクティ大阪」に梅田店開店。
■ 神戸店周辺店舗1号店（現、旧居留地38番館）開店。
■ 神戸店が阪神大震災で被災。
■ 神戸店復興グランドオープン。
■ 博多大丸・福岡天神店別館増床グランドオープン。
■ 外商改革をスタート。
■ 営業改革をスタート。
■ カスタマーズ・ビュー運動スタート。
■ 人事制度改革をスタート。
■ 後方部門改革をスタート。
■ 大丸の環境理念を制定。
■ 新MD情報システムを導入。
■ 博多大丸と長崎大丸が合併。
■ 札幌店オープン。
■ 新顧客情報システムスタート。
■ 第2次営業改革スタート。
■ 新人事制度改革スタート。
■ 梅田新店計画室を新設。
■ ららぽーと横浜店開店。

■ 浦和パルコ店開店。
■ 東京店新築移転第1期オープン。
■ 心斎橋店北館オープン。

■ 梅田店増床オープン。

1717〈享保2年〉
1726〈享保11年〉

1728〈享保13年〉
1736〈元文元年〉

1743〈寛保3年〉
1837〈天保8年〉
1907〈明治40年〉
1910〈明治43年〉
1912〈明治45年〉
1913〈大正2年〉
1920〈大正9年〉
1922〈大正11年〉
1927〈昭和2年〉

1928〈昭和3年〉
1947〈昭和22年〉
1948〈昭和23年〉
1950〈昭和25年〉
1953〈昭和28年〉
1954〈昭和29年〉
1959〈昭和34年〉
1960〈昭和35年〉
1983〈昭和58年〉

1987〈昭和62年〉
1995〈平成7年〉
1997〈平成9年〉

1999〈平成11年〉

2000〈平成12年〉

2002〈平成14年〉

2003〈平成15年〉

2005〈平成17年〉
2006〈平成18年〉

2007〈平成19年〉
　
　
　
　
2009〈平成21年〉

2010〈平成22年〉

2011〈平成23年〉

2007年9月3日　株式会社大丸と株式会社松坂屋ホールディングスが、

2010年3月1日　株式会社大丸と株式会社松坂屋の

大丸の歴史
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歌川広重が画いた松坂屋

いとう呉服店のポスター

1910年、栄町に新築開店した名古屋店

業界初の制服（きもの）を着た女性たち

百貨店で初めて土足入場を実施した
銀座店の店内風景

現在地である南大津町（当時）に
移転した名古屋店

上野店のエレベーターガールたち

共同持株会社J.フロント リテイリング株式会社を設立し、経営統合。

1社化により、株式会社 大丸松坂屋百貨店誕生。

■ 織田信長に仕えた伊藤蘭丸祐広の子、伊藤源左衛門祐道が名古屋本町に
　呉服小間物問屋を開業。（松坂屋創業）
■ 祐道の子、祐基が名古屋茶屋町に呉服小間物問屋を開業し、伊藤次郎左衞門を名乗る。
　（以来、伊藤家の当主は次郎左衞門を襲名）
■ いとう呉服店は、呉服問屋から呉服太物小売商へと転業する。
■ 尾張徳川藩の呉服御用達になる。
■ 京都仕入店を室町姉小路に開設。
　（1749年新町通六角（現在地）に新築移転）
■ 上野広小路の松坂屋を買収し、「いとう松坂屋」として開業。
■ 上野店を洋風建築、陳列式に改め、「合資会社いとう呉服店（資本金25万円）」と改組し、
　独立採算経営に移す。女子販売員を置く。
■ 資本金50万円で「株式会社いとう呉服店」を設立。
　名古屋市栄町角に名古屋地方初のデパートメントストアとして名古屋店を新築開店。
■ いとう呉服店少年音楽隊を結成。（現在の東京フィルハーモニー交響楽団）
■ 上野店新本館完成。（1923年関東大震災により全焼）
■ デパート業界初の制服を制定。
　（縞の木綿にモスリンの帯という和服スタイル）
■ 銀座店が現在地に開店。デパート業界初の全館土足入場を実施。
■ 商号を「株式会社松坂屋」に改める。
■ 名古屋店が南大津町（現在地）へ移転。
■ 上野店新本館を現在地に再建。
■ デパート業界初のエレベーターガールが上野店に登場。
■ 地下鉄銀座線上野広小路駅と上野店の地下売場が直結。
■ 静岡店開店。
■ 上野店南館増築。
■ 染織参考館を京都に設置。
■ 銀座店屋上で生きた動物大バーゲン開催。
■ 岡崎店開店。
■ 銀座店別館を増築し、地下鉄銀座駅との地下連絡通路が開通。
■ 名古屋店北館増築。
■ 名古屋駅店開店。
■ 高槻店開店。
■ マツザカヤMYカード発行。
■ 名古屋店南館増築で三館体制となる。
■ 名古屋店南館に「松坂屋美術館」開設。
■ 企業理念制定。
■ ホームページを開設し、インターネットショップを開始。
■ 静岡店北館増築。
■ 社員行動指針制定。営業取引基本規定制定。
■ 松坂屋環境計画策定。新情報システムスタート。
■ 豊田店開店。
■ 名古屋店新南館増築で日本最大級の売場面積（86,758m2）となる。
■ 執行役員制度導入。個人情報保護管理規定制定。
■ 愛・地球博会場に公式記念品ショップ出店。
■ 純粋持株会社「（株）松坂屋ホールディングス」を設立。

■ 営業改革をスタート。
■ 外商改革をスタート。
■ 大丸との情報システム統合。

■ 松坂屋コレクション「慶長小袖」が重要文化財の指定を受ける。

1611〈慶長16年〉

1659〈万治2年〉

1736〈元文元年〉
1740〈元文5年〉
1745〈延享2年〉

1768〈明和5年〉
1907〈明治40年〉

1910〈明治43年〉

1911〈明治44年〉
1917〈大正6年〉
1918〈大正7年〉

1924〈大正13年〉
1925〈大正14年〉

1929〈昭和4年〉

1930〈昭和5年〉
1932〈昭和7年〉
1957〈昭和32年〉

1966〈昭和41年〉
1971〈昭和46年〉
1972〈昭和47年〉

1974〈昭和49年〉
1979〈昭和54年〉
1991〈平成3年〉

1993〈平成5年〉
1995〈平成7年〉
1996〈平成8年〉
1998〈平成10年〉
2000〈平成12年〉
2001〈平成13年〉
2003〈平成15年〉
2004〈平成16年〉
2005〈平成17年〉
2006〈平成18年〉

2007〈平成19年〉
2008〈平成20年〉

　

2011〈平成23年〉

松坂屋の歴史
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会社概要

J.フロント リテイリング株式会社

J.フロント リテイリング株式会社

J. FRONT RETAILING  Co.,Ltd.

東京都中央区銀座六丁目10番1号

東京都中央区八重洲二丁目1番1号

2007年9月3日

300億円

百貨店業、物品小売業、飲食店業、物品卸売業、輸出入業、

各種建設工事の設計・監理及び請負業、通信販売業、クレジットカード業、

商品検査及びコンサルティング業、労働者派遣事業、その他

7,768名（2011年2月28日現在）

http://www.j-front-retailing.com/

商　　　　　号

（ 英 文 表 示 ）

本 店 所 在 地

事 務所所在地

設　　　　　立

資　  本　  金

グループ事業の概況

従業員数（連結）

U　   R 　   L

（2011年5月31日現在）

会社概要

：

：

：

：

：

：

：

：

：

役　　員

（注）1.取締役髙山 剛、竹内 功夫の両氏は、社外取締役です。
（注）2.監査役鶴田 六郎、野村 明雄、夏目 和良の3氏は、社外監査役です。

代表取締役会長兼最高経営責任者 奥田 務 

代表取締役社長 茶村 俊一 

取締役 山本 良一 （株）大丸松坂屋百貨店代表取締役社長

取締役兼常務執行役員 塚田 博人 経営計画事業統括部長

取締役兼常務執行役員 林　 俊保 業務統括部長

取締役 髙山 剛

取締役 竹内 功夫

監査役 荒井 健治

監査役 西浜 確

監査役 鶴田 六郎

監査役 野村 明雄

監査役 夏目 和良 

執行役員 斎藤 賀大 経営計画事業統括部 部長 経営企画担当

執行役員 阪下 正敏 経営計画事業統括部 部長 グループシステム戦略担当

執行役員 松田 伸治 経営計画事業統括部 部長 開発事業担当

執行役員 清水 三樹夫 経営計画事業統括部 部長 関連事業担当

執行役員 平山 誠一郎 経営計画事業統括部 グループ組織要員政策担当

執行役員 小澤 雅 業務統括部 財務部長

執行役員 樋口 雅一 （株）ピーコックストア 代表取締役社長 

執行役員 榎本 朋彦 （株）JFRオンライン 代表取締役社長

理事 平野 忠昭 内部監査室長
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財務部 総務部

株主総会

取締役会 監査役会

監査役会事務局

代表取締役社長

内部監査室

経営計画事業統括部

兼CEO

業務統括部

代表取締役会長

大
丸
松
坂
屋
友
の
会

エ
ン
ゼ
ル
パ
ー
ク

セ
ン
ト
ラ
ル
パ
ー
ク
ビ
ル

高
知
大
丸

下
関
大
丸

博
多
大
丸

Ｊ．フロント リテイリング

（2011年5月31日現在）

J. フロント リテイリング（株）組織図

J. フロント リテイリング グループ組織図

J
F
R
サ
ー
ビ
ス

J
F
R
オ
フ
ィ
ス
サ
ポ
ー
ト

J
F
R
情
報
セ
ン
タ
ー

消
費
科
学
研
究
所

大
丸
コ
ム
開
発

デ
ィ
ン
プ
ル

J
・フ
ロ
ン
ト
フ
ー
ズ

J
F
R
オ
ン
ラ
イ
ン

J
F
R
カ
ー
ド

J
・フ
ロ
ン
ト
建
装

大
丸
興
業

ピ
ー
コ
ッ
ク
ス
ト
ア

大
丸
松
坂
屋
百
貨
店

J
F
R
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
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商 号

（ 英 文 表 示 ）

本 店 所 在 地

商 号 変 更

資 本 金

事 業 内 容

大株主および持株比率

U  R  L

株式会社 大丸松坂屋百貨店

Daimaru Matsuzakaya Department Stores Co.,Ltd.

東京都江東区木場二丁目18番11号

2010年3月1日

100億円

百貨店業

Ｊ. フロント リテイリング株式会社 100％

http://www.daimaru-matsuzakaya.com/

株主総会

取締役会

代表取締役社長

内部監査室

監査役会

監査役会事務局

経営企画室

CSR推進室

業務本部営業本部

大丸東京新店
第Ⅱ期増床計画室

松坂屋名古屋店
プロジェクト推進室

営
業
企
画
室

販
売
促
進
部

博
多
大
丸 

福
岡
天
神
店

下
関
大
丸

博
多
大
丸 

長
崎
店

高
知
大
丸

大
丸
大
阪
・
心
斎
橋
店

大
丸
ら
ら
ぽ
ー
と
横
浜
店

大
丸
浦
和
パ
ル
コ
店

大
丸
山
科
店

松
坂
屋
高
槻
店

大
丸
新
長
田
店

大
丸
須
磨
店

大
丸
芦
屋
店

松
坂
屋
豊
田
店

大
丸
大
阪
・
梅
田
店

大
丸
東
京
店

大
丸
京
都
店

大
丸
神
戸
店

大
丸
札
幌
店

松
坂
屋
名
古
屋
店

松
坂
屋
上
野
店

松
坂
屋
銀
座
店

松
坂
屋
静
岡
店

法
人
外
商
統
括
部

顧
客
サ
ー
ビ
ス
企
画
部

店
づ
く
り
推
進
部

お
得
意
様
営
業
企
画
部

営
業
管
理
部

第
1
M
D
推
進
部

第
2
M
D
推
進
部

第
3
M
D
推
進
部

第
4
M
D
推
進
部

M
D
開
発
室

財
務
部

人
事
部

コ
ス
ト
構
造
改
革
推
進
部

シ
ス
テ
ム
企
画
部

広
報
部

業
務
推
進
部

M
D
戦
略
推
進
室

株式会社大丸松坂屋百貨店

（2011年5月31日現在）

（注）監査役野村 明雄、夏目 和良の両氏は、社外監査役です。

会社概要

役　　員

：

：

：

:

:

:

:

:

代表取締役社長 山本 良一

取締役兼常務執行役員 小林 泰行 営業本部長兼ＭＤ戦略推進室長

取締役兼常務執行役員 本多 洋治 業務本部長

取締役兼執行役員 土井 全一 営業本部 営業企画室長

監査役 河邊 治男

監査役 藤井 伸志

監査役 野村 明雄

監査役 夏目 和良

常務執行役員 原田 隆晴 （株）博多大丸取締役社長

執行役員 好本 達也 経営企画室長

執行役員 池田 英之 営業本部ＭＤ戦略推進室第1ＭＤ推進部長

執行役員 冨士 ひろ子 営業本部ＭＤ戦略推進室第2ＭＤ推進部長

執行役員 西井 敏郎 営業本部ＭＤ戦略推進室第3ＭＤ推進部長

執行役員 井出 陽一郎 営業本部ＭＤ戦略推進室第4ＭＤ推進部長

執行役員 平山 誠一郎 業務本部人事部長

執行役員 阪下 正敏 業務本部システム企画部長

執行役員 土井 良平 大丸大阪・心斎橋店長

執行役員 村田 荘一 大丸大阪・梅田店長

執行役員 藤野 晴由 大丸東京店長

  兼 本社大丸東京新店第Ⅱ期増床計画室長

執行役員 内田 隆 大丸京都店長

執行役員 澤田 太郎 大丸神戸店長

執行役員 柚木 和代 大丸札幌店長

執行役員 熊木 敏 松坂屋名古屋店長

  兼 本社松坂屋名古屋店プロジェクト推進室長

執行役員 石野 学 松坂屋上野店長

執行役員 末松 純夫 法人外商統括部長
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48　財政状態および経営成績に関する分析

52　連結貸借対照表

54　連結損益計算書

55　連結株主資本等変動計算書

57　連結キャッシュ・フロー計算書

58　連結財務諸表注記
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ルを強化し、経費の効率化を推進しました。

　加えて、人的生産性の向上に向けても、要員

のグループ内最適配置によるスリム化と少数精

鋭化を推進するなど、組織・要員構造改革にグ

ループ全体で取り組みました。

売上高

以上のような諸施策に取り組みました結果、当期

の連結売上高は、主力の百貨店事業が前年実

績を下回る状況が続いたほか、スーパーマーケッ

ト事業、卸売事業で前年実績を下回り、対前年

3.3%減の9,501億2百万円となりました。

販売費および一般管理費

　販売費および一般管理費は、対前年5.6％減

の2,092億65百万円となりました。内製化による

コスト削減により作業費が減少したほか、店舗の

閉鎖に伴い賃借料も減少しました。また、働き方

の改革や退職者不補充などの施策により人件

費を圧縮するとともに、広告宣伝費などの削減も

進めました。

営業利益

　営業利益は、売上総利益が106億23百万円

減となりましたが、販売費および一般管理費は、

人件費を中心に123億62百万円の大幅削減を

図り、対前年9.4％増の203億23百万円となりま

した。

その他の収益・費用

　その他の費用（収益）はネットで、前年47億62

百万円の損失に対し、56億70百万円の損失と

なりました。これは、収益として松坂屋名古屋駅店

の退店受入金16億円、投資有価証券売却益5

億69百万円などを計上したものの、費用として、

売場改装等に伴う固定資産処分損33億82百

営業の概況

　当連結会計年度（2010年度）の日本経済は、

企業収益の改善など持ち直しの動きが見られまし

たが、デフレが継続するなか、雇用・所得環境は

依然として厳しく、回復感に乏しいうちに推移しま

した。

　百貨店業界では、業種・業態間の熾烈な競争

に加えて、消費者の価値観の変化や根強い節約

志向などにより、売上高は前年実績を下回る状

況で推移しました。

　このような状況下、当社グループは、2010年3

月に百貨店事業の大丸と松坂屋の合併で１業

種１社体制を完成させ、新たなグループ経営体制

のもと課題解決にスピードをあげて取り組みました。

　百貨店事業では、「新百貨店モデル」の早期

確立を目指し、従来の百貨店の枠にとらわれない、

マーケット変化に対応した新しい店づくりを進める

とともに、高効率で生産性の高い店舗運営体制

の構築に取り組みました。

　また、将来の経営基盤強化を図るため、激化す

る大阪梅田地区での競合に対応して大丸梅田

店増床計画を推進したほか、大丸東京店増床計

画などに取り組みました。一方、松坂屋名古屋駅

店を2010年8月29日に営業終了し、博多大丸

長崎店については2011年7月末日（予定）をもっ

て営業を終了することを決定しました。

　グループ全体の成長に向けた取り組みでは、さ

らなる成長が期待できるインターネットを中心とす

る通販事業の強化に向け、大丸松坂屋百貨店の

通販事業の一部を大丸ホームショッピングへ集約

し、2011年3月から社名をＪＦＲオンラインとして新

たにスタートしました。加えて、若い女性に支持され

ている雑貨小売業「プラザ」を展開する株式会社

スタイリングライフ・ホールディングスの株式を

2011年3月に取得し、持分法適用関連会社化し

ました。また、経費削減に向けた取り組みでは、委

託業務のさらなる内製化によるコストの低減や施

設の集約化など、経費構造の一層の見直しを図

るとともに、グループ各社に対するコストコントロー

〈各セグメント間の取引を含まない売上構成〉
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百貨店事業
スーパーマーケット事業
卸売事業
その他事業

（百万円）
〈各セグメント間の取引を含みます〉

百貨店事業

＊1  ㈱大丸の2006年度以前の売上高に
つきましては、その他営業収入を含めて記
載しております。
＊2  2007年度は、松坂屋グループの業績
について、通期の業績を連結した場合の数
値を記載しております。

大丸 松坂屋HD JFR

739,311
118,462
54,445
92,737

スーパー
マーケット事業

卸売事業
その他事業

財政状態および経営成績に関する分析
　



万円、投資有価証券評価損14億34百万円など

を計上したことによるものです。

当期純利益

　この結果、税金等調整前当期純利益は、対前

年6.0％増の146億52百万円となり、当期純利

益は、対前年8.5％増の88億62百万円となりま

した。

セグメント概況

●百貨店事業

　当事業では、従来からの課題である「マーケット

対応力の弱さ」と「高コスト・低収益構造」を克服

するために「新百貨店モデル」の確立に全力で取

り組みました。

　マーケット対応力強化の取り組みでは、多様な

年齢層のお客様への品揃え強化と商品価格帯

見直しによる値ごろ感の充実を図りました。特に

ターゲットやコンセプトを明確にした売場づくりを

行い、お客様にひと目で自分の価値観やライフス

タイルに合っていると感じていただける「スペシャリ

ティゾーン」の構築に取り組みました。その代表例

として、大丸心斎橋店で導入以来好評のヤング

レディスファッション「うふふガールズ」は、大丸京

都店、大丸神戸店、松坂屋銀座店でも展開し、

20代・30代女性のご来店とお買い上げを大幅

に増加させました。加えて大丸京都店では、これま

で以上に地域のお客様のニーズに対応するため、

「スペシャリティゾーン」としての婦人特選売場「イ

ンターナショナルブティック＆サロン・ド・グゥ」、婦

人靴売場「シンデレラアベニュー」、食品フロア

「大丸ごちぱら館」を構築・強化しました。また、松

坂屋銀座店へのファストファッション「フォーエ

バー２１」や家電量販店「ラオックス」の導入など、

従来の百貨店の枠にとらわれない売場づくりと顧

客層の拡大にも取り組みました。

　一方、生産性の高い店舗運営を目指して、仕

入・販売業務を主に取引先が行う「ショップ運営」

と百貨店自らが行う「自主運営」の２つの売場運

営形態に分類し、それぞれの特性に合わせたオ

ペレーションの確立と要員配置、人材育成などに

取り組みました。

　なお、大規模増床を行った大丸梅田店では、

「新百貨店モデル」の集大成として、数多くの「ス

ペシャリティゾーン」の構築や効率的な店舗運営

の実現に取り組みました。

　販売促進活動では、全店で春と秋に開催した

「サンクスフェスティバル」や、「松坂屋創業400

周年」の記念イベントなど、話題性の高い企画を

実施したほか、新たなコミュニケーションツールとし

て、インターネットやメールを活用した「デジタル販

促」にも積極的に取り組みました。さらに、カードに

よる固定客づくりをより重要な取り組みと位置づ

け、「さくらパンダカード」や「うふふガールズカード」

の発行による新たな会員拡大に努めました。

　以上のような施策に取り組みましたが、当事業

の売上高は、大丸梅田店の増床工事による売場

面積の半減や松坂屋岡崎店、松坂屋名古屋駅

店の閉鎖などの影響により、2.8% 減の7,393

億11百万円となりました。しかしながら、販売費お

よび一般管理費の削減に取り組みました結果、

営業利益は14.3％増の148億53百万円となり

ました。

●スーパーマーケット事業

　ピーコックストアは、地域に密着した高質食品

スーパーマーケットを目指し、食の安全・安心に加

え、値ごろ感のあるオリジナル商品の拡充や、誕

生50周年記念企画商品の提供に取り組みまし

た。また、地域のマーケット変化に対応して、泉北

晴美台店（大阪府堺市）、高野台店（東京都練

馬区）をはじめとする店舗改装を実施したほか、１

月には、建替えのため閉鎖していました中野店

（東京都中野区）を再オープンしました。しかしなが

ら、将来の商圏動向を踏まえて閉鎖した５店舗の

影響もあり、売上高は3.9%減の1,184億62百

万円、営業利益は80.2%減の2億82百万円と

なりました。
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＊1  ㈱大丸の2006年度以前の売上高に
つきましては、その他営業収入を含めて記
載しております。
＊2  2007年度は、松坂屋グループの業績
について、通期の業績を連結した場合の数
値を記載しております。

大丸 松坂屋HD JFR

F i n a n c i a l  S t a t e m e n t s



加え、借入や社債の発行により調達しています。

　｢営業活動によるキャッシュ・フロー」は212億

70百万円の収入となりました。前連結会計年度

との比較では、税金等調整前当期純利益が増加

した一方、「その他」に含まれる未払金などが減少

し、17億26百万円の収入減となりました。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、固定資

産の売却による収入が33億59百万円ある一方、

大丸梅田店増床などの売場改装に伴う固定資

産の取得による支出が146億1百万円あること

などにより84億32百万円の支出となりました。前

連結会計年度との比較では、前連結会計年度に

大丸心斎橋店北館を取得した反動により324億

47百万円の支出減となりました。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、借入金

の返済などにより231億28百万円の支出となり

ました。前連結会計年度との比較では、前連結会

計年度に投資資金に充当するため借入調達を

474億50百万円実施した反動により523億40

百万円の支出増となりました。

　この結果、「現金および現金同等物」の当連結

会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ

103億11百万円減の332億4百万円、有利子

負債残高は、前連結会計年度末に比べ172億

79百万円減の1,086億58百万円となりました。

　今後も、利益水準やキャッシュ・フローの動向

等を考慮し、適切な利益配分や設備投資を行っ

ていく予定です。

利益配分に関する基本方針および配当

　当社は、健全な財務体質の維持・向上を図り

つつ、利益水準、今後の設備投資、キャッシュ・フ

ローの動向等を勘案し、連結配当性向30%を目

処に適切な利益還元を行うことを基本方針として

います。また、資本効率の向上および機動的な資

本政策の遂行などを目的として自己株式の取得

も適宜検討してまいります。

　内部留保につきましては、営業力を強化するた

めの店舗改装投資や事業拡大投資、財務体質

●卸売事業

　大丸興業は、アセアン諸国を中心とした海外で

の新規商材調達や国内での販路拡大に取り組

むなか、金属樹脂加工品や食品の一部分野では

回復の動きもありましたが、全般的に市場環境は

依然厳しく、売上高は13.9%減の544億45百

万円、営業利益は13.1%減の22億35百万円と

なりました。

●その他事業

　その他事業では、大都市圏を中心に各種商業

施設等の内装受注が増加したＪ．フロント建装や、

カード会員数拡大により収益が着実に伸びてい

るＪＦＲカード、また人材派遣業のディンプルが寄

与し、売上高は14.4%増の927億37百万円、

営業利益は52.1%増の42億63百万円となりま

した。

財政状態

　財政状態については、資産効率、資金効率向

上の観点からグループ保有資産の有効活用に

努めるとともに、グループ資金一元管理の体制づ

くりを行うなど財務体質強化への取り組みを進め

た結果、資産合計は、7,750億29百万円となり

ました。一方、負債合計は4,477億86百万円と

なり、純資産合計は、3,272億42百万円となりま

した。

　これらの結果、総資産営業利益率（ROA）は、

2.6%、自己資本比率は、41.0%となりました。

キャッシュ・フロー

　当社グループは、事業活動のための適切な資

金確保、流動性の維持ならびに健全な財政状況

を目指し、安定的な営業キャッシュ・フローの創出、

幅広い資金調達手段の確保に努めています。当

社グループの成長を維持するために将来必要な

運転資金および設備投資、投融資資金は、主に

手元資金と営業活動からのキャッシュ・フローに

総資産

純資産
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つきましては、その他営業収入を含めて記
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＊2  2007年度は、松坂屋グループの業績
について、通期の業績を連結した場合の数
値を記載しております。
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の強化などに活用し、企業価値の向上を図って

いく所存です。

　なお、当期の配当は、中間配当3円50銭に期

末配当3円50銭を加えた年間7円を実施するこ

ととしました。

　また、次期の配当につきましては、中間配当3

円50銭に期末配当3円50銭を加えた年間7円

とする予定です。

事業等のリスク

　当社グループの事業その他を遂行する上での

リスクについて、投資家の判断に重要な影響を

及ぼす可能性があると考えられる事項を以下に

記載しています。

　なお、文中における将来に関する事項は、

2011年年2月28日現在において当社グループ

が判断したものであり、国内外の経済情勢等によ

り影響を受ける可能性があり、事業等のリスクは

これらに限られるものではありません。

❶ 事業環境におけるリスク

　当社グループの主要なセグメントである百貨店

業およびスーパーマーケット業は、景気動向・消

費動向・金融動向等の経済情勢、同業・異業態

の小売業他社との競合等により大きな影響を受

けます。これらの事業環境の要因が、当社グルー

プの業績や財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。

❷ 法規制および法改正におけるリスク

　当社グループは、大規模小売店舗の出店、独

占禁止、消費者保護、各種税制、環境・リサイク

ル関連等において法規制の適用を受けています。

また、将来の税制改正に伴う消費税率の引き上

げ等により個人消費の悪化につながる場合があ

ります。従って、これらの法規制および法改正によ

り事業活動が制限されたり、費用の増加や売上

高の減少を招き、当社グループの業績や財務状

況に悪影響を及ぼす可能性があります。

❸ 自然環境の変化・事故等におけるリスク

 地震・洪水・台風等の自然災害や不測の事故

により店舗・設備等が損害を受け、営業機会を喪

失したり、業務遂行に支障をきたす可能性があり

ます。また、暖冬・冷夏等の異常気象により、主力

商品である衣料品、食料品等の売上の減少につ

ながることもあり、自然環境の変化・事故等が、当

社グループの業績や財務状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。

❹ 情報管理におけるリスク

 当社グループが保有する個人情報や機密情報

の管理・保護については、社内体制を整備し厳

重に行っていますが、不測の事故又は事件により

情報が漏洩した場合には、当社グループの信用

低下を招き、当社グループの業績や財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。

❺ 海外での事業活動におけるリスク

 当社グループは主に卸売業セグメントを中心に、

海外での事業活動を行っています。この海外での

事業活動において、予期しえない景気変動、通

貨価格の変動、テロ・戦争・内乱等による政治

的・社会的混乱、並びに法規制や租税制度の変

更等が、当社グループの業績や財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。

❻ 重要な訴訟等のリスク

 当連結会計年度において、当社グループに重

大な影響を及ぼす訴訟等はありませんが、将来、

重要な訴訟等が発生し、当社グループに不利な

判断がなされた場合には、当社グループの業績

や財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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¥34,087
1,484

53,937
(761)

30,382
13,020
25,945

158,096

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル
（注記 1）

¥44,103

776

59,598

(673)

35,186

13,295

26,456

178,744

2010年

$417,170
18,162

660,103
(9,313)

371,827
159,344
317,525

1,934,843

2011年

354,742 
352,574 

12,827 
5,634 

725,777 
(227,100)
498,678 

358,177 

352,718 

12,573 

2,870 

726,338 

(226,768)

499,571 

4,341,476 
4,314,943 

156,982 
68,951 

8,882,352 
(2,779,342)
6,103,023 

連結財務諸表注記をご参照ください。

23,053 
3,831 
1,505 

47,760 
7,764 

34,340 
118,253 

¥775,029 

24,588 

3,817 

992 

51,420 

11,215 

34,185 

126,218 

¥804,534 

282,132 
46,885 
18,419 

584,506 
95,019 

420,267 
1,447,228 

$9,485,118 
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資産
流動資産：
　現金及び預金（注記 4 及び 16）
　有価証券（注記 4、5 及び 16）
　受取手形及び売掛金：
　  控除：貸倒引当金
　たな卸資産（注記 3（a）及び 6）
　繰延税金資産（注記15）
　その他
　　流動資産合計

有形固定資産：
　土地（注記 7）
　建物及び構築物（注記 7、11 及び 12）
　その他
　建設仮勘定
　　 計
　減価償却累計額
　　有形固定資産純額

投資その他の資産：
　投資有価証券（注記 5、7 及び 16）
　非連結子会社及び関連会社への投資
　長期貸付金
　敷金及び保証金（注記 16）
　繰延税金資産（注記 15）
　その他
　　投資その他の資産合計

　　資産合計

連結貸借対照表 
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社
2011年及び2010年2月28日現在



単位：百万円 単位：千米ドル
（注記 1）

2011年 2010年

$933,913
528,467

－
40,338

213,719
510,672

77,738
2,007
4,124

112,336
20,389

569,208
3,012,973

2011年

801,322
1,171,423

18,260
359,919

795
42,137
73,308

2,467,213
5,480,186

連結財務諸表注記をご参照ください。

367,152
2,565,231
1,038,979

(73,137)
3,898,213

(5,838)
(147)

(5,997)
1,407

111,284
4,004,920

$9,485,118

¥76,955

46,324

5,000

2,972

27,610

33,311

6,979

221

350

8,413

1,641

53,328

263,109

74,612

98,331

1,492

32,002

58

5,761

5,660

217,918

481,028

30,000

209,636

81,585

(5,991)

315,231

(676)

(60)

(736)

124

8,887

323,506

¥804,534

¥76,310
43,181

－
3,296

17,463
41,727

6,352
164
337

9,179
1,666

46,510
246,190

65,476
95,717

1,492
29,409

65
3,443
5,990

201,596
447,786

30,000
209,605

84,895

(5,976)
318,523

(477)
(12)

(490)
115

9,093
327,242

¥775,029

53

流動負債：
　支払手形及び買掛金（注記16）
　短期借入金（注記7及び16）
　1年内償還予定の社債（注記7）
　未払法人税等（注記15）
　前受金
　商品券
　賞与引当金
　役員賞与引当金
　販売促進引当金
　商品券等回収損失引当金
　事業整理損失引当金（注記12）
　その他
　流動負債合計

固定負債：
　長期借入金（注記7及び16）
　繰延税金負債（注記15）
　再評価に係る繰延税金負債
　退職給付引当金（注記8）
　役員退職慰労引当金
　負ののれん
　その他
　　固定負債合計
　　負債合計

純資産（注記9）：
株主資本：
　普通株式：
　　発行可能株式総数：2,000,000,000株
　　発行済株式の総数：2011年及び2010年　536,238,328株
　資本剰余金
　利益剰余金
　　　控除：自己株式　2011年7,611,040株及び
　　　　　　2010年7,582,002株
　　株主資本合計

評価・換算差額等：
　その他有価証券評価差額金
　繰延ヘッジ損益
　　評価・換算差額等合計
新株予約権
少数株主持分
　　純資産合計
　　負債純資産合計

負債及び純資産

F i n a n c i a l  S t a t e m e n t s
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売上高：
　商品売上高
　不動産賃貸収入

売上原価： 
　商品売上原価
　不動産賃貸原価

売上総利益
　販売費及び一般管理費
　営業利益

営業外収益（損失）：
　受取利息及び受取配当金
　支払利息
　固定資産売却・除却損益
　投資有価証券売却益
　投資有価証券評価損
　減損損失（注記 11）
　債務勘定整理益
　負ののれん償却額
　商品券等回収損失引当金繰入額
　事業整理損（注記 12）
　事業整理損失引当金戻入額
　たな卸資産評価損
　不動産取得関連費用
　退店受入金
　事業構造改善費用（注記 13）
　その他（純額）

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税：（注記 15）
　　当年度分
　　過年度分
　　調整額

少数株主利益
当期純利益

¥944,140
5,962

950,102

718,067
2,447

720,514
229,588
209,265

20,323

756
(1,717)
(3,129)

569
(1,434)
(1,097)
3,441
2,317

(3,436)
(1,940)

136
－
－

1,600
(1,148)

(586)
(5,670)

14,652

4,550
－

938
5,489

300
¥8,862

¥977,880

4,652

982,533

740,429

1,892

742,321

240,211

221,627

18,584

756

(1,679)

1,756

970

(1,800)

(3,505)

3,371

2,326

(3,615)

(1,251)

938

(665)

(1,822)

－
(868)

327

(4,762)

13,822

4,807

1,598

(1,411)

4,993

661

¥8,167

$11,554,767
72,965

11,627,732

8,787,994
29,947

8,817,942
2,809,791
2,561,070

248,721

9,252
(21,013)
(38,294)

6,964
(17,550)
(13,426)
42,112
28,356

(42,051)
(23,743)

1,664
－
－

19,581
(14,050)

(7,172)
(69,392)

179,317

55,685
－

11,480
67,177

3,672
$108,457

2011年 2010年 2011年

連結財務諸表注記をご参照ください。

単位：百万円 単位：千米ドル
（注記 1）

連結損益計算書  
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社
2011年及び2010年2月28日現在
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2009年2月28日残高
　剰余金の配当
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　連結除外に伴う減少高
　株主資本以外の項目の連結会計年度中の
　　変動額（純額）
2010年2月28日残高
　剰余金の配当
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　株主資本以外の項目の連結会計年度中の
　　変動額（純額）
2011年2月28日残高

¥75,310

(1,851)

8,167

(41)

81,585

(5,552)
8,862

¥84,895

¥209,657

(20)

209,636

(31)

¥209,605

¥30,000

30,000

¥30,000

536,238,328

536,238,328

536,238,328

株主資本合計自己株式利益剰余金資本剰余金資本金発行済株式数

¥(5,980)

(52)

42

(5,991)

(53)
67

¥(5,976)

¥308,987

(1,851)

8,167

(52)

21

(41)

315,231

(5,552)
8,862

(53)
36

¥318,523

単位：百万円

2009年2月28日残高
　剰余金の配当
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　連結除外に伴う減少高
　株主資本以外の項目の連結会計年度中の
　　変動額（純額）
2010年2月28日残高
　剰余金の配当
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　株主資本以外の項目の連結会計年度中の
　　変動額（純額）
2011年2月28日残高

¥130 

(5)

124 

(9)
¥115 

¥(1,125)

388 

(736)

246 
¥(490)

¥35 

(95)

(60)

47 
¥(12)

¥(1,161)

484 

(676)

199 
¥(477)

純資産合計少数株主持分新株予約権評価・換算
差額等合計

繰延
ヘッジ損益

その他有価証券
評価差額金

¥8,276 

611 

8,887 

205 
¥9,093 

¥316,268 

(1,851)

8,167 

(52)

21 

(41)

994 

323,506 

(5,552)
8,862 

(53)
36 

443 
¥327,242 

単位：百万円

連結財務諸表注記をご参照ください。

連結株主資本等変動計算書  
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社
2011年及び2010年2月28日現在
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2010年2月28日残高
　剰余金の配当
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　株主資本以外の項目の連結会計年度中の
　　変動額（純額）
2011年2月28日残高

$998,470

(67,948)
108,457

$1,038,979

$2,565,610

(379)

$2,565,231

$367,152

$367,152

536,238,328

536,238,328

$(73,320)

(649)
820

$(73,137)

$3,857,924

(67,948)
108,457

(649)
441

$3,898,213

単位：千米ドル（注記 1）

2010年2月28日残高
　剰余金の配当
　当期純利益
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　株主資本以外の項目の連結会計年度中の
　　変動額（純額）
2011年2月28日残高

$1,518

(110)
$1,407

$(9,007)

3,011
$(5,997)

$(734)

575
$(147)

$(8,273)

2,435
$(5,838)

$108,763

2,509
$111,284

$3,959,197

(67,948)
108,457

(649)
441

5,422
$4,004,920

単位：千米ドル（注記 1）

連結財務諸表注記をご参照ください。

株主資本合計自己株式利益剰余金資本剰余金資本金発行済株式数

純資産合計少数株主持分新株予約権評価・換算
差額等合計

繰延
ヘッジ損益

その他有価証券
評価差額金
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営業活動によるキャッシュ・フロー:
　税金等調整前当期純利益
　減価償却費
　減損損失
　負ののれん償却額
　貸倒引当金の増加額
　賞与引当金の減少額
　退職給付引当金の減少額
　販売促進引当金の減少額
　商品券等回収損失引当金の増加額
　事業整理損失引当金の増減額
　受取利息及び受取配当金
　支払利息
　持分法による投資利益
　固定資産売却・処分損益（純額）
　投資有価証券売却益（純額）
　投資有価証券評価損
　売上債権の減少額
　たな卸資産の減少額
　仕入債務の減少額
　未収入金の増減額
　長期前払費用の増加額
　その他
　　小計
　利息及び配当金の受取額
　利息の支払額
　法人税等の支払額
　　営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー:
　有価証券及び投資有価証券の取得による支出
　有価証券及び投資有価証券の売却による収入
　有形及び無形固定資産の取得による支出
　有形及び無形固定資産の売却による収入
　長期貸付による支出
　長期貸付金の回収による収入
　短期貸付金の増減額
　その他
　　投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー:
　短期借入金の増減額（純額）
　長期借入による収入
　長期借入金の返済による支出
　社債の償還による支出
　自己株式の取得による支出
　配当金の支払額
　少数株主への配当金の支払額
　その他
　　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高（注記4）

¥14,652
13,610

1,936
(2,317)

23
(683)

(2,592)
(13)
765

25
(756)

1,717
(66)

2,927
(569)

1,434
5,660
4,803
(645)

(1,216)
(328)

(12,597)
25,769

710
(1,728)
(3,480)
21,270

(1,538)
1,872

(14,601)
3,359

(95)
158
122

2,288
(8,432)

(8,818)
2,500

(5,960)
(5,000)

(51)
(5,523)

(94)
(180)

(23,128)
(20)

(10,311)
43,515

¥13,822
13,295

3,769
(2,326)

409
(705)

(2,275)
(3)

1,096
(1,038)

(756)
1,679
(200)

(1,939)
(970)

1,800
2,310
7,703

(2,622)
1,884

(1,741)
(3,612)
29,581

711
(1,574)
(5,721)
22,996

(2,149)
8,327

(55,748)
7,971

(36)
375
(87)
468

(40,879)

2,184
47,450
(4,374)

(14,000)
(50)

(1,858)
(83)
(54)

29,212
(121)

11,208
32,307

$179,317
166,565

23,694
(28,356)

281
(8,359)

(31,722)
(159)

9,362
306

(9,252)
21,013

(808)
35,822
(6,964)
17,550
69,269
58,781
(7,894)

(14,882)
(4,014)

(154,167)
315,371

8,689
(21,148)
(42,590)
260,311

(18,823)
22,910

(178,693)
41,109
(1,163)
1,934
1,493

28,001
(103,194)

(107,918)
30,596

(72,941)
(61,192)

(624)
(67,593)

(1,150)
(2,203)

(283,050)
(245)

(126,190)
532,554

¥33,204 ¥43,515 $406,364

2011年 2010年 2011年

連結財務諸表注記をご参照ください。

単位：百万円 単位：千米ドル
（注記 1）

連結キャッシュ・フロー計算書  
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社
2011年及び2010年2月28日現在



財務諸表に含まれているものの公正表示に必要不可欠でない一部

の補足情報は、添付の連結財務諸表に記載されておりません。

　連結財務諸表及び注記の記載金額はすべて、金融商品取引法

で認められているとおり、百万円未満を切り捨て、百万円単位で表示

しています。そのため、連結財務諸表及び注記に円で表示されている

合計金額は、個々の金額を合計したものと一致するとは限りません。

　2011年2月28日現在の実勢為替レート（1米ドル81.71円）を

使って日本円を米ドルに換算した金額を、日本国外の読者の便宜の

ためだけに表示しております。この表示額は、日本円金額がこの為替

レートもしくはその他の為替レートで米ドルに換金された、換金されえ

た、もしくは将来換金されうると解釈されるべきものではありません。

J.フロント リテイリング株式会社は、株式会社大丸と株式会社松坂

屋ホールディングスが経営統合に合意し、2007年9月3日に共同持

株会社として設立されました。

　添付のJ.フロント リテイリング株式会社（以下「当社」）及び連結子

会社の連結財務諸表は、日本の金融商品取引法及び関連する会計

規則に基づき、また、日本において一般に公正妥当と認められる会計

原則に準拠して作成されており、国際財務報告基準の適用及び開

示要件に関して、一部異なっております。

　添付の当社の連結財務諸表は、日本において一般に公正妥当と

認められる会計原則に従って作成し、金融商品取引法の定めるとこ

ろにより財務省の地方財務局に提出した当社の連結財務諸表を組

み替えたものです（追加記載が含まれています）。日本語の法定連結

連結財務諸表の作成基準1

2

(b) 外貨換算
すべての外貨建金融資産及び負債は、貸借対照表日の為替レート

で日本円に換算し、為替差損益は損益として処理しております。

(c) 現金及び現金同等物
連結キャッシュ・フロー計算書の作成にあたり、現金及び現金同等物

は、手元現金、容易に換金可能である預金、取得日から3か月以内に

満期が到来する流動性が高い短期投資を含みます。

(d) 有価証券
当社グループは、売買目的有価証券及び満期保有有価証券は保有

しておりません。非連結もしくは持分法適用子会社及び関連会社が

発行した持分証券は、移動平均原価法で計上しております。時価の

ある売却可能有価証券は、時価法で計上しております。これら有価証

券の未実現損益は、適用される法人税等を控除し貸借対照表の純

資産の部に独立した項目として計上しております。時価のない売却可

能有価証券は、移動平均法で計上しております。

(e) デリバティブ及びヘッジ取引
金融派生商品は、ヘッジ目的で利用されない場合、時価法で計上し、

時価の変動は、損益計上しております。

　金融派生商品がヘッジとして利用され所定のヘッジ基準を満たし

ている場合、当社グループは、関連するヘッジ項目の損益が認識され

るまで金融派生商品の時価の変動によって生じる損益の認識を繰り

(a) 連結方針
連結財務諸表は、当社及び重要な子会社21社（2010年は23社）

（以下「当社グループ」）の会計を含んでいます。

　重要な関連会社5社は、会社間未実現利益を消去した後持分法

を適用して計上しております。それ以外の非連結子会社及び関連会

社への投資については、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていま

せんので、持分法を適用していません。したがいまして、この投資は、多

大かつ回収不能な価値の減損を調整して原価法で計上しておりま

す。また、非連結子会社及び関連会社からの利益は、当社グループ

が当該会社から配当を受けた場合のみ計上しております。

　連結会計基準に従って、当社の子会社は、議決権株式の過半数

所有その他の手段によって実質的に支配している会社を含みます。

また、当社の関連会社は、当社が重要な影響を及ぼすことができる会

社を含みます。

　重要な会社間取引及びグループ間の未実現利益はすべて、連結

で消去しております。

　子会社への投資の消去にあたり、少数株主に起因する金額を含

む子会社の資産及び負債を、当社が各子会社の支配権を獲得した

時点の時価で評価しております。

　連結子会社への投資勘定と資本勘定との差額（のれんもしくは負

ののれん）は、5年間の定額法により償却しております。ただし、些少な

ものは例外とし、取得期間に損益として処理しております。

　当社の非連結子会社はすべて、資産合計、売上高、利益、利益剰

余金、その他の指標において規模が限定されており、すべて合わせて

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼすものではありません。

重要な会計方針の概要
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延べております。

　先物為替予約がヘッジとして利用され所定のヘッジ基準を満たし

ている場合、先物為替予約及びヘッジ項目は、先物為替予約相場

を使って計上しております。

　また、金利スワップがヘッジとして利用され所定のヘッジ基準を満

たしている場合も、金利スワップ契約に基づく支払純額もしくは受取

純額は、スワップ契約が遂行された資産もしくは負債の金利に加え

る、もしくは金利から控除しております。

　当社グループは、将来の外国為替変動及び金利引上げリスクを

緩和する目的でのみ先物為替予約及び金利スワップを金融派生商

品として利用しております。

　関連するヘッジ項目は、売掛金、買掛金、借入金、及び外債金利

です。

(f) 貸倒引当金
貸倒引当金は、主として回収損失見込額を補填できる金額を計上し

ております。その内訳は、特定の項目に関する回収不能見込額と残り

の項目に回収実績率を適用して計算した回収損失見込額です。

(g) たな卸資産
たな卸資産は、主として売価還元法による低価法（収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法）で評価しております。

(h) 有形固定資産（リース資産を除く）
有形固定資産は原価で計上しております。建物及び構築物の償却

は主に定額法で計算し、その他の有形固定資産は法人税法に定め

られた見積耐用年数にわたり定率法で償却しております。小規模な

改修と改良を含む保守及び修理は、発生時に費用計上しておりま

す。耐用年数の範囲は、主として建物及び構築物が3年から50年、そ

の他の有形固定資産が2年から20年です。

　
(i) 固定資産の減損
当社グループは、資産もしくは資産グループの帳簿価額が回収不可

能になり得る兆候が何らかの事象や状況の変化に現れた場合、固定

資産の減損を検討しております。資産もしくは資産グループの帳簿価

額が、資産もしくは資産グループの継続使用及び最終的処分から得

られると期待される割引前将来キャッシュ・フロー金額を上回る場合

は、減損損失を認識いたします。減損損失は、資産の帳簿価額と回

収可能価額との差額として計算し、資産の継続使用及び最終的処

分による割引後キャッシュ・フロー金額と処分時の正味販売価格の

いずれか高いほうの金額になります。

(j) ソフトウェア（リース資産を除く）
社内利用のために購入した、もしくは社内で開発したソフトウェアは、

見積耐用年数（5年）にわたり定額法で減価償却しております。

(k) 販売促進引当金
販売促進引当金は、ポイントカードお買物券の未引換額に対し、過去

の回収実績率に基づく将来の利用見込額を計上しております。

(l) 賞与引当金
賞与引当金は、当会計年度に起因する見積額を計上しております。

(m) 役員賞与引当金
役員賞与引当金は、当会計年度に起因する見積額を計上しており

ます。

(n) 商品券等回収損失引当金
商品券等回収損失引当金は、関連する負債の計上が中止された後

商品券等が回収された場合に発生する将来の損失見積額を、過去

の実績に基づいて計上しております。

(o) 事業整理損失引当金
事業整理損失引当金は、関係会社の事業整理損失見積額を計上し

ております。

(p) 退職給付引当金
退職給付引当金は貸借対照表日における給付債務及び年金資産

見込額に基づいて計上しております。

　未認識過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の主として10年から12年の期間にわたり按分した額を費

用処理しております。数理計算上の差異については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年から

12年）にわたって定額法により発生の翌会計年度から償却しており

ます。

(q) 役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、一部の連結子会社において貸借対照表日

に役員全員が退職した場合の要支給見積額を、内規に基づいて計

上しております。

　支給については、株主総会の承認を受けなければなりません。

(r) リース
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ
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とする定額法により償却しております。2009年2月28日以前にリース

取引を開始したリース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引は、通常のオペレーティング・リー

ス取引に準じた会計処理を行い、連結財務諸表注記に「資産計上し

たと仮定した場合の情報」を開示しております。

(s) 法人税等
法人税は、国税と地方税で構成されています。

　当社企業グループは、財務諸表の帳簿価額と資産及び負債の課

税基準との一時差異の税効果を認識しております。法人税等の計上

額は、当社グループ各社の損益計算書に含まれる税金等調整前当

期純利益に基づいて算定しております。予想される将来一時差異の

税効果については、資産負債法により繰延税金資産及び負債を認

識しております。

(t) 1株当たり情報
1株当たり当期純利益は、普通株式の期中加重平均発行株式数を

基礎としており、希薄化後1株当たり当期純利益は、普通株式に転

換された場合に起こり得る潜在的希薄化を反映しています。

　1株当たり配当金は、期中に取締役会が決議した中間配当と会計

年度末後取締役会が決議した期末配当を意味しています。

(u) 組替
前年の金額の一部は、当年の表示に合わせるため組み替えて再表

示してあります。この変更による以前の営業成績への影響はありま

せん。

3

（1994年1月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、

2007年3月30日改正）を適用しております。

　これに伴い2010年2月28日に終了した年度より、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　2010年2月28日に終了した年度の営業利益及び税金等調整前

当期純利益に与える影響はありませんでした。

　また、2010年2月28日に終了した年度のセグメント情報の営業利

益に与える影響もありませんでした。

(c) 退職給付に係る会計基準
2011年2月28日に終了した年度より、『「退職給付に係る会計基

準」の一部の改正（その3）』（企業会計基準第19号、2008年7月

31日）を適用しております。

　この変更により、2011年2月28日に終了した年度の営業利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。

(a) たな卸資産の評価基準及び評価方法
2010年2月28日に終了した年度より、当社グループは「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会2006年7月5日 企

業会計基準第9号）を適用し、たな卸資産の評価は、主として売価還

元法による低価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）で

評価しております。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べて、2010年2月

28日に終了した年度の営業利益及び税金等調整前当期純利益

が、それぞれ158百万円及び823百万円減少しました。

(b) リース取引に関する会計基準等
2010年2月28日に終了した年度より、当社グループは、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号（1993年6月17日（企

業会計審議会第一部会）、2007年3月30日改正）及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

会計方針の変更及び新会計基準の適用

現金及び預金
預入期間が3か月を超える定期預金
短期投資
現金及び現金同等物

¥34,087
(900)

17
¥33,204

単位：百万円 単位：千米ドル

¥44,103

(605)

17

¥43,515

$417,170
(11,015)

208
$406,364

2011年及び2010年2月28日現在のキャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は以下の通りです。

2010年2011年 2011年

現金及び現金同等物4
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5 有価証券

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超える有価証券
　株式
　債券
　小計
取得原価が連結貸借対照表
計上額を超える有価証券
　株式
　債券
　小計
合計

2011年2月28日現在

2011年及び2010年2月28日現在の売却可能有価証券と分類された有価証券は以下の通りです。

　

$55,550
40,460
96,010

160,323
13,609

173,944
$269,955

取得原価

　

$78,277
40,876

119,165

128,307
13,560

141,868
$261,033

連結貸借対照表
計上額

　

$22,727
416

23,155

(32,003)
(49)

(32,065)
$(8,910)

差額

　

¥4,539
3,306
7,845

13,100
1,112

14,213
¥22,058

取得原価

　

¥6,396
3,340
9,737

10,484
1,108

11,592
¥21,329

連結貸借対照表
計上額

　

¥1,857
34

1,892

(2,615)
(4)

(2,620)
¥(728)

差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超える有価証券
　株式
　債券
　小計
取得原価が連結貸借対照表
計上額を超える有価証券
　株式
　債券
　小計
合計

　
¥5,177

3,094

8,272

14,275

659

14,935

¥23,207

取得原価

　
¥7,504

3,136

10,641

10,848

644

11,492

¥22,134

連結貸借対照表
計上額

　
¥2,327

42

2,369

(3,427)

(15)

(3,442)

¥(1,073)

差額

単位：千米ドル単位：百万円 単位：千米ドル

単位：百万円

2010年2月28日現在

当社グループは、時価のある売却可能有価証券について、時価が取

得原価に比べて30%以上下落した場合減損を検討しております。取

得原価が回復する見込がないと判断された場合、減損損失を認識し

ております。2011年及び2010年2月28日に時価評価されている売

却可能有価証券の減損損失は、それぞれ1,434百万円 （17,550

千米ドル） 及び1,800百万円でした。

非上場株式
その他
合計

¥3,195
35

¥3,230

2010年

単位：百万円

2010年2月28日現在の時価評価されていない売却可能有価証券は以下の通りです。
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6 たな卸資産

2011年及び2010年2月28日現在のたな卸資産は以下の通りです。

2011年及び2010年2月28日に終了した年度の売却可能有価証

券売却額はそれぞれ、1,013百万円 （12,398千米ドル）及び8,327

百万円、この売却による実現総利益は569百万円 （6,964千米ド

ル）及び970百万円、実現総損失は15百万円 （184千米ドル）及び

96百万円でした。

商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
合計

¥29,729
294
358

¥30,382

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥34,364

398

423

¥35,186

2010年
$363,836

3,598
4,381

$371,827

2011年

2011年2月28日現在の時価評価されていない売却可能有価証券については、注記16  金融商品をご参照下さい。
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7 短期借入金及び長期債務

0.88% 無担保普通社債 償還期限2011年
0.86% 無担保普通社債 償還期限2011年
銀行その他からの借入金 返済期限2021年まで
合計
控除：1年以内に返済予定の長期借入金

¥－
－

77,108
77,108
11,632

¥65,476

2011年
¥3,000

2,000

80,569

85,569

10,957

¥74,612

2010年
$－
－

943,679
943,679
142,357

$801,322

2011年

2011年及び2010年2月28日現在の短期借入金の内訳は、銀行借入金と当座借越です。短期借入金の期末残高に対する加重平均利率は

0.57%でした。2011年及び2010年2月28日現在の長期債務は以下の通りです。

単位：百万円 単位：千米ドル

2012年
2013年
2014年
2015年
2016年以降
合計

¥11,632
42,389
15,285

4,049
3,753

¥77,108

単位：百万円 単位：千米ドル2月28日に終了する年度

$142,357
518,774
187,064

49,553
45,931

$943,679

建物及び構築物
土地
投資有価証券
合計

¥13,881
12,612

441
¥26,935

単位：百万円 単位：千米ドル

$169,881
154,351

5,397
$329,641

2011年2月28日以降に期限の到来する社債を含む長期債務は以下の通りです。

2011年2月28日現在における、短期借入金2,668百万円（32,652千米ドル）及び長期借入金8,314百万円（101,750千米ドル）の担保とし

て差し入れた資産の帳簿価額は以下の通りです。

日本の慣行として、当社グループは借入先の銀行に対し相当の預金をしています。この預金は、法的にあるいは契約上で、引出しを制限されていま

せん。
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8 退職給付引当金

当社グループは、確定給付年金制度、すなわち、企業年金基金制

度、適格退職年金制度、退職一時金制度、確定拠出年金制度を設

けております。また、権利を有する従業員に割増退職金を支払う場合

があります。この退職金は、退職給付会計基準に準拠した数理計算

による退職給付債務に含まれません。一部の連結子会社は退職給

付信託を設定しております。

以下の表は、2011年及び2010年2月28日現在の当社グループの退職給付制度に係る積立及び引当状況、並びに連結貸借対照表に計上さ

れる金額を示しています。

退職給付債務
年金資産の時価
退職給付信託
未積立退職給付債務
未認識過去勤務債務
未認識数理計算上の差異

前払年金費用
退職給付引当金

¥75,350
(35,660)

(9,476)
30,213

2,892
(15,004)
18,101
11,308

¥29,409

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥83,381

(37,161)

(9,039)

37,180

2,191

(18,087)

21,284

10,717

¥32,002

2010年
$922,164
(436,421)
(115,971)
369,759

35,393
(183,625)
221,527
138,392

$359,919

2011年

上記情報の計算の基礎は以下の通りです。

勤務費用
利息費用
期待運用収益
過去勤務債務の費用処理額
数理計算上の差異の費用処理額
退職給付費用
確定拠出年金への掛金支払額
合計

¥2,678
1,603
(888)
(574)

1,742
4,560

215
¥4,775

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥2,768

1,671

(952)

(292)

1,653

4,848

248

¥5,097

2010年
$32,774

19,618
(10,868)

(7,025)
21,319
55,807

2,631
$58,438

2011年

退職給付見込額の期間配分方法
割引率
期待運用収益率
過去勤務債務の処理年数
数理計算上の差異の処理年数

期間定額基準
2.0%

1.0%～2.0%
主として10～12年
主として10～12年

2011年 2010年
期間定額基準

2.0%

1.0%～2.0%

主として10～12年
主として10～12年

2010年及び2009年2月28日に終了した年度の退職給付費用の構成要素は以下の通りです。
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9 純資産

(a) 配当
会社法に基づいて、企業は株主総会決議による年度末配当に加え

て、会計年度中いつでも配当を支払うことができます。以下の基準を

満たす企業は、定款に定められていれば会計年度中いつでも取締役

会が配当（現物配当を除く）を宣言することができます。（1） 取締役

会が設置されている （2） 会計監査法人が設置されている （3） 監

査役会が設置されている （4） 取締役会の任期が通常の2年ではな

く、1年と定款で定められている。定款に定められていれば取締役会

の決議に基づき年1回中間配当を支払うこともできます。会社法は、

配当可能額もしくは自己株式の取得に一定の制限を設けています。

その制限は株主への分配可能額として規定されていますが、配当後

の純資産の額が3百万円を下回らないよう維持することが義務づけ

られています。

(b) 資本金、準備金及び剰余金の増減並びに振替
会社法は利益準備金（利益剰余金の一部）及び資本準備金（資本

剰余金の一部）の総合計が資本金の25%に達するまで、配当の

10%相当額を当該配当の支払額を差し引く資本勘定に応じて、利

益準備金もしくは資本準備金として積み立てることを義務づけていま

す。会社法では、資本準備金と利益準備金の合計額を無制限に払

い戻すことができます。また、会社法では、株主総会の決議に基づく

一定の条件のもとで、資本金、利益準備金、資本準備金、その他資

本剰余金及び利益剰余金について科目間での振替を行うことができ

ます。

(c) 自己株式及び自己新株予約権
会社法は取締役会決議による企業の自己株式の取得及び処分を

認めています。自己株式の取得額は、特定の算式によって決定される

株主に対する分配可能額を超えることはできません。

会社法では、従来負債の部に表示していた新株予約権は、純資産の

部において独立項目として表示されています。

会社法ではまた、企業が自己新株予約権及び自己株式の両方を取

得できるよう規定しています。この自己新株予約権は、純資産の部に

おいて独立項目として表示されるか、新株予約権から直接控除して表

示されます。

2011年4月12日に開催された取締役会で、1,850百万円（22,641

千米ドル）の配当金の分配が決議されました。この分配は2011年2

月28日現在の連結財務諸表には計上せず、決議された期間に計上

されます。

日本企業には、日本の会社法（以下「会社法」）が適用されます。財務及び会計事象に影響を与える会社法の重要な条項を以下に要約しています。
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10 ストック・オプション

第 1回

第 2回

第 3回

第 4回

第 5回

第 6回

付与日株式の種類
及び付与数

付与対象者の
区分及び人数ストック・オプション 権利行使期間

2007年9月3日から
2012年5月23日まで

2007年9月3日から
2013年5月22日まで

2007年9月3日から
2014年5月27日まで

2007年9月3日から
2015年5月26日まで

2007年9月3日から
2026年7月14日まで
2008年7月15日から
2012年7月14日まで

2002年5月23日

2003年5月22日

2004年5月27日

2005年5月26日

2006年5月25日

2006年5月25日

普通株式140,000株

普通株式161,000株

普通株式308,000株

普通株式336,000株

普通株式  63,000株

普通株式300,000株

取締役12名
監査役4名
従業員（理事）6名
取締役7名
監査役4名
執行役員16名
従業員（理事）1名
取締役7名
監査役4名
執行役員14名
従業員（理事）1名
取締役7名
監査役4名
執行役員12名
従業員（理事）1名
取締役8名
監査役5名
従業員135名

2011年2月28日現在のストック・オプションの付与状況は以下の通りです。

＊会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため記載しておりません。

ストック・オプションの変動状況は以下の通りです。

単価情報は以下の通りです。

権利確定後
2009年2月28日残高
権利行使
失効
2010年2月28日残高
権利行使
失効
2011年2月28日残高

第 6回第 5回第 4回第 3回第 2回第 1回

300,000

300,000

300,000

56,000

7,000

49,000

11,000

38,000

336,000

336,000

336,000

308,000

308,000

308,000

119,000

14,000

105,000

35,000

70,000

140,000

140,000

35,000

105,000

権利行使価格
行使時平均株価
付与日における公正な評価単価

2011年2月28日に終了した年度
¥794

－
279

¥1

523

833

¥691 

－ 

＊ 

¥699

－
＊

¥317

546

＊ 

¥404

548

＊

権利行使価格
行使時平均株価
付与日における公正な評価単価

2011年2月28日に終了した年度
$9.72

－
3.41

$0.12

6.40

10.19

$8.46

－
＊

$8.55

－
＊

$3.88

6.68

＊

$4.94

6.71

＊

第 6回第 5回第 4回第 3回第 2回第 1回

第 6回第 5回第 4回第 3回第 2回第 1回

単位：米ドル

単位：円
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11 減損損失

12 事業整理損

2011年及び2010年2月28日に終了した年度において、当社グループは店舗の建物その他資産及び土地を含む固定資産の減損損失を以下

の通り計上しております。

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す認識可能な最小単位として、主として店舗を基本単位として資産をグルーピングしております。

当社グループは、経営統合後、組織全体の経営効率を高めるために事業整理を進めております。2011年及び2010年2月28日に終了した年度

において、当社グループは経営戦略計画に従って以下の通り事業整理損を計上しております。

これらの資産の帳簿価額は回収可能価額まで減額しております。建物その他資産の回収可能価額は、使用価値を使用しておりますが、将来

キャッシュ・フローが見込めないことにより、ゼロと評価しております。

　土地については、正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士による評価を基準としております。

　2010年2月28日に終了した年度においては、一部の建物の回収可能価額についても正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士によ

る評価を基準にしております。

建物その他資産
土地
合計　

¥727
369

¥1,097

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥2,640

864

¥3,505

2010年
$8,898

4,516
$13,426

2011年

事業整理損失引当金
建物その他資産の減損損失
合計

¥1,102
838

¥1,940

¥1,102
838

¥1,940

単位：百万円
2011年

合計博多大丸
長崎店

事業整理損失引当金
建物その他資産の減損損失
合計

$13,487
10,256

$23,743

$13,487
10,256

$23,743

単位：千米ドル
2011年

合計博多大丸
長崎店

事業整理損失引当金
建物その他資産の減損損失
原状回復工事費用ほか
合計

¥345
15

340
¥701

¥301
248
－

¥550

¥646
263
340

¥1,251

単位：百万円
2010年

合計松坂屋
名古屋駅店

松坂屋
岡崎店
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14 リース

13 事業構造改善費用

事業構造改善費用のうち主なものは、株式会社大丸と株式会社松坂屋の合併に伴う不動産所有権移転の登記費用及び選択定年制度の拡

大処置に伴う費用です。

当社グループは、機械装置その他の資産をリースしています。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リースのうち、2009年2月28日以前に取引を開始したものに

関する情報は以下の通りです。

（借手側） 

2011年及び2010年2月28日に終了した年度の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額、未経過リース料期末

残高相当額、減価償却費相当額、その他のファイナンス・リース情報等、「資産計上したと仮定した」場合のリース物件の見積情報は以下の通

りです。 

a. ファイナンス・リース取引

有形固定資産（機械装置及び器具・備品等）
　取得価額相当額
　減価償却累計額相当額
　減損損失累計額相当額
期末残高相当額

¥10,713
6,969

568
¥3,174

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥13,159

7,477

547

¥5,135

2010年

$131,110
85,289

6,951
$38,845

2011年

未経過リース料期末残高相当額等

　1年内
　1年超
　合計

　リース資産減損勘定残高

¥1,714
1,757

¥3,471

¥296

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥2,104

3,390

¥5,494

¥359

2010年
$20,977

21,503
$42,480

$3,623

2011年

支払リース料その他の情報

　支払リース料
　リース資産減損勘定の取崩額
　減価償却費相当額
　減損損失

¥2,086
172

1,913
109

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥2,532

145

2,387

220

2010年
$25,529

2,105
23,412

1,334

2011年
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（貸手側）

2011年及び2010年2月28日に終了した年度の取得価額、減価償却累計額、未経過リース料期末残高相当額、減価償却費、その他のファイ

ナンス・リース情報等、リース物件の見積情報は以下の通りです。 

添付の連結損益計算書に反映されていない減価償却費相当額は、リース期間を耐用年数とする定額法によって算定しております。

解約不能オペレーティング・リース取引の2011年2月28日以降の未経過支払リース料は以下の通りです。
b. オペレーティング・リース取引

借手側
　1年内
　1年超
　合計
貸手側
　1年内
　1年超
　合計

¥3,793
21,534

¥25,327

¥730
901

¥1,632

単位：百万円 単位：千米ドル

$46,420
263,542

$309,962

$8,934
11,027

$19,973

未経過リース料期末残高相当額

　1年内
　1年超
　合計

¥72
166

¥239

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥119

239

¥358

2010年
$881

2,032
$2,925

2010年

受取リース料及び減価償却費

　受取リース料
　減価償却費

¥97
97

2010年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥156

156

2009年
$1,187

1,187

2010年

有形固定資産（機械装置及び器具・備品等）
　取得価額
　減価償却累計額
期末残高

¥713
474

¥239

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥1,172

813

¥358

2010年

$8,726
5,801

$2,925

2011年
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15 法人税等

これらの繰延税金資産及び負債は、添付の連結貸借対照表の以下の項目に計上されております。

繰延税金資産
　退職給付引当金
　退職給付信託有価証券
　連結子会社の合併に伴う資産評価損
　減損損失
　商品券等回収損失引当金
　ポイント未払金
　賞与引当金
　税務上の繰越欠損金
　貸倒引当金
　固定資産未実現利益
　事業整理損失引当金
　未払事業税等
　販売促進引当金
　退職給付制度改定に伴う未払金
　たな卸資産等評価損
　その他
　　繰延税金資産小計
　　控除:評価性引当金
　　繰延税金資産合計

繰延税金負債
　時価評価による簿価修正額
　圧縮積立金
　退職給付信託返還株式
　その他
　　繰延税金負債合計
　　繰延税金資産の純額

¥7,342
4,921
4,516
4,538
3,697
2,884
2,607
2,174
1,249

742
697
374
136
159
132

4,356
40,532

(11,214)
¥29,317

　

¥(94,546)
(7,615)
(2,063)

(25)
(104,250)
¥(74,933)

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥8,611

4,843

4,516

3,717

3,380

2,809

2,878

2,272

1,193

598

666

406

173

415

228

5,044

41,755

(10,797)

¥30,958

　

¥(94,970)

(7,344)

(2,464)

－
(104,778)

¥(73,820)

2010年

$89,854
60,225
55,269
55,538
45,245
35,296
31,906
26,606
15,286

9,081
8,530
4,577
1,664
1,946
1,615

53,310
496,047

(137,241)
$358,793

　

$(1,157,092)
(93,195)
(25,248)

(306)
(1,275,854)
$(917,060)

2011年

　流動資産
　投資その他の資産
　固定負債

¥13,020
7,764

(95,717)

2011年

単位：百万円 単位：千米ドル

¥13,295

11,215

(98,331)

2010年
$159,344

95,019
1,171,423

2011年

当社及び国内子会社は、利益に対して日本の国税及び地方税が課せられますが、2011年及び2010年2月28日に終了した年度の法定実効

税率は約40.6%です。2011年及び2010年2月28日現在の繰延税金資産及び負債の原因となる重要な一時差異及び税務上の繰越欠損金

の税効果の内訳は以下の通りです。
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16 金融商品

2011年2月28日に終了した年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号2008年3月10日）及び「金融商品の時価等の開

示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号2008年3月10日）を適用しております。

クに晒されております。当該リスクを回避するために、決済額の一部に

ついて為替予約を行っております。

　短期借入金及び債権流動化等は、主に営業取引に係る資金調

達であり、長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達です。変動

金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。このうち長

期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利

息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利ス

ワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性の

評価方法については、個別取引ごとのヘッジ効果を定期的に検証し

ております。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているもの

については、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内

規定に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信

用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行って

おります。

　また、営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されております。

当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法

により管理するとともに、主要取引銀行とコミットメントライン契約及び

当座借越契約により充分な手許流動性を確保しております。

(a) 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い預金及び債券

等に限定しております。資金調達については銀行借入、社債発行及

び債権流動化等による方針です。デリバティブは、外貨建金銭債権

債務の為替変動リスク及び借入金、社債の金利変動リスクを回避す

るために利用し、投機的な取引は行いません。

(b) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒され

ております。

　また、敷金及び保証金は主に店舗の賃借に伴うもので、賃借人の

信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社グループ

各社において取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、回収懸

念の早期把握や軽減に努めております。

　投資有価証券である株式等は、市場価値の変動リスクに晒されて

おりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式です。定期的に

時価を把握するとともに、株式の保有状況についても継続的に見直

しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが1年以内

の支払期日です。その一部には外貨建てのものがあり為替変動リス

(1) 概要
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長期借入金

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳

簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、そ

のうちの一部は、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該

金利スワップと一体として処理された元金利の合計額を、同様の借入

を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算

定する方法によっております。

　固定金利によるものは、元金利の合計額を新規に同様の借入を

行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によってお

ります。なお、上表の1年以内に返済予定の長期借入金を含めており

ます。

デリバティブ取引

注記17デリバティブ取引をご参照ください。

現金及び預金、並びに、受取手形及び売掛金

現金及び預金は主に短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、上表の現金及

び預金には1年超の定期預金を含めております。

有価証券及び投資有価証券

有価証券及び投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格

によっており、債券については取引所の価格又は取引金融機関等から

提示された価格によっております。

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価については、将来キャッシュ・フローを、信用リ

スクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。な

お、上表の1年以内に回収予定の敷金及び保証金を含めております。

支払手形及び買掛金、並びに、短期借入金

支払手形及び買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注1）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項は以下の通りです。

2011年2月28日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下の通りです。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは含めておりません。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

現金及び預金
受取手形及び売掛金
有価証券及び投資有価証券
　売却可能有価証券
　関連会社株式
敷金及び保証金
　　資産計

支払手形及び買掛金
短期借入金
長期借入金
　　負債計
デリバティブ取引（純額）

2011年

$433,080
660,103

261,033
15,139

458,426
$1,827,818

$933,913
386,893
943,691

$2,264,509
$(257)

連結貸借対照表
計上額

$433,080
660,103

261,033
5,923

406,205
$1,766,381

$933,913
386,893
957,582

$2,278,399
$(257)

時価

$－
－

－
(9,203)

(52,221)
$(61,437)

$－
－

13,891
$13,891

$－

差額

¥35,387
53,937

21,329
1,237

37,458
¥149,351

¥76,310
31,549
77,109

¥184,969
¥(21)

連結貸借対照表
計上額

¥35,387
53,937

21,329
484

33,191
¥144,331

¥76,310
31,549
78,244

¥186,104
¥(21)

時価

¥－
－

－
(752)

(4,267)
¥(5,020)

¥－
－

1,135
¥1,135

¥－

差額

単位：千米ドル単位：百万円 単位：千米ドル
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（注2）　2011年2月28日現在において時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は以下の通りです。

（注3）　2011年2月28日現在における金融債券及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額は以下の通りです。

非上場株式
敷金及び保証金

¥5,800
10,705

単位：百万円 単位：千米ドル

連結貸借対照表計上額

$70,983
131,012

10 年超5年超
10 年以内

1年超
5年以内1年以内

預金
受取手形及び売掛金
有価証券及び投資有価証券
　売却可能有価証券のうち満期があるもの
　　国債・地方債
　　社債
　　その他
敷金及び保証金
　　合計

¥1,300
－

250
2,200

400
2,970

¥7,120

¥－
－

－
100
－

1,833
¥1,933

¥29,136
53,937

－
1,300

176
964

¥85,515

単位：百万円

¥－
－

－
－
－

7,829
¥7,829

2011年

10 年超5年超
10 年以内

1年超
5年以内1年以内

預金
受取手形及び売掛金
有価証券及び投資有価証券
　売却可能有価証券のうち満期があるもの
　　国債・地方債
　　社債
　　その他
敷金及び保証金
　　合計

$15,910
－

3,060
26,924

4,895
36,348

$87,137

$－
－

－
1,224
－

22,433
$23,657

$356,578
660,103

－
15,910

2,154
11,798

$1,046,567

単位：千米ドル

$－
－

－
－
－

95,814
$95,814

2011年
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17 デリバティブ取引

2011年2月28日現在におけるデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されております。

2011年2月28日現在におけるヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は以下の通りです。

(a) 通貨関連

＊為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金・買掛金と一体として処理されているため、その時価は、当該売掛金、買

掛金の時価に含めて記載しております。

デリバティブの時価は、取引金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

時価契約額等のうち
1年超契約額等主な

ヘッジ対象

振当処理
　為替予約取引：
　　売建　米ドル
　　売建　香港ドル
　　買建　米ドル

原則的処理方法
　為替予約取引：
　　買建　米ドル
　　買建　ユーロ
　　買建　ポンド
　　買建　タイバーツ

¥290
0
1

759
685

0
12

¥－
－
－

－
－
－
－

売掛金
売掛金
買掛金

外貨建予定取引（買掛金）
外貨建予定取引（買掛金）
外貨建予定取引（買掛金）
外貨建予定取引（買掛金）

単位：百万円

＊
＊
＊

¥(9)
(10)

(0)
(0)

2011年

時価契約額等のうち
1年超契約額等主な

ヘッジ対象

振当処理
　為替予約取引：
　　売建　米ドル
　　売建　香港ドル
　　買建　米ドル

原則的処理方法
　為替予約取引：
　　買建　米ドル
　　買建　ユーロ
　　買建　ポンド
　　買建　タイバーツ

$3,549
0

12

9,289
8,383

0
147

$－
－
－

－
－
－
－

売掛金
売掛金
買掛金

外貨建予定取引（買掛金）
外貨建予定取引（買掛金）
外貨建予定取引（買掛金）
外貨建予定取引（買掛金）

単位：千米ドル

＊
＊
＊

¥(110)
(122)

(0)
(0)

2011年
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18 保証債務

2011年及び2010年2月28日現在の当社グループの保証債務は以下の通りです。

＊金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の

時価に含めて記載しております。

注記16金融商品に記載のとおり、「金融商品に関する会計基準」及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」を適用しております。これ

らの会計基準及び適用指針は2010年3月31日以降に終了した年度より適用されるため、上記のデリバティブに関する情報は2011年2月28日

に終了した年度のみ記載しております。

時価契約額等のうち
1年超契約額等主な

ヘッジ対象

特例処理
金利スワップ取引：
　変動受取・固定支払 ¥44,000 ¥41,000長期借入金

単位：百万円

＊

2011年

時価契約額等のうち
1年超契約額等主な

ヘッジ対象

特例処理
金利スワップ取引：
　変動受取・固定支払 $538,490 $501,775長期借入金

単位：千米ドル

＊

2011年

大丸興業国際貿易（上海）有限公司（大丸興業㈱の子会社）支払保証
従業員住宅他融資の保証
㈱SDS企画（㈱下関大丸の子会社）リース契約保証
　合計

¥－
68

20

¥89

¥100
54
17

¥172

単位：百万円 単位：千米ドル

$1,224
661
208

$2,105

2011年 2010年 2011年

(b) 金利関連
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19 1株当たり情報

2011年及び2010年2月28日に終了した年度の基本1株当たり当期純利益の算定に使用した財務データは以下の通りです。

2011年2月28日に終了した年度
　基本1株当たり利益
　　普通株式を保有する株主に帰属する当期純利益

2009年2月28日に終了した年度
　基本1株当たり利益
　　普通株式を保有する株主に帰属する当期純利益

¥16.76

単位：円 単位：米ドル単位：千株単位：百万円

$0.21528,676¥8,862

¥15.45528,689¥8,167

1 株当たり純利益期中平均
株式数

当期純利益

2011年及び2010年2月28日現在の1株当たり純資産は、以下の通り算定しております。

2011年2月28日に終了した年度
　純資産合計
　普通株式に帰属しない金額
             －うち新株予約権
             －うち少数株主持分
　普通株式に係る純資産額
　普通株式数

2010年2月28日に終了した年度
　純資産合計
　普通株式に帰属しない金額
             －うち新株予約権
             －うち少数株主持分
　普通株式に係る純資産額
　普通株式数

¥601.62 $7.36

単位：円 単位：米ドル単位：千株単位：百万円

528,627

528,656

¥594.89

¥327,242
9,209
(115)

(9,093)
318,033

¥323,506

9,012

(124)

(8,887)

¥314,494

1 株当たり純資産会計年度末
普通株式数

純資産
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20 企業結合

共通支配下の取引

(a) 百貨店事業
当社の完全子会社である株式会社松坂屋と株式会社大丸は、

2010年3月1日付で合併いたしました。合併の概要は以下の通り

です。

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業：

　名称 株式会社松坂屋

　事業の内容 百貨店業

被結合企業：

　名称 株式会社大丸

　事業の内容 百貨店業

(2) 企業結合日

2010年3月1日

(3) 企業結合の法的形式

株式会社松坂屋を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社大丸

は2010年3月1日をもって解散いたしました。

(4) 企業結合後の名称

株式会社大丸松坂屋百貨店

(5) 取引の目的を含む取引の概要

これまでの当社、株式会社大丸、株式会社松坂屋の組織・機能を再

編成し、シンプルな事業運営体制を構築することで意思決定の迅速

化を図るとともに、組織・要員・施設等の集約・スリム化など、一層の生

産性の向上と経営の効率化を推進してまいります。

　なお、当社の完全子会社同士の合併であるため、合併比率の取り

決めはなく、合併による新株発行及び資本金の増加はありません。

　また、存続会社において、本合併の効力発生日をもってその他資本

剰余金の資本組入による増資を行いました。それにより、存続会社の

資本金が10,000百万円（122,384千米ドル）に増加いたしました。

(6) 実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号

2008年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号2008年

12月26日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っており

ます。

(b) 前払式特定取引業
当社の完全子会社である株式会社大丸友の会と株式会社マツザカ

ヤ友の会は、2010年9月1日付で合併いたしました。合併の概要は以

下の通りです。

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業：

　名称 株式会社大丸友の会

　事業の内容 割賦販売法に基づく前払式特定取引業

被結合企業：　

　名称 株式会社マツザカヤ友の会

　事業の内容 割賦販売法に基づく前払式特定取引業

(2) 企業結合日

2010年9月1日

(3) 企業結合の法的形式

株式会社大丸友の会を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社

マツザカヤ友の会は2010年9月1日をもって解散いたしました。

(4）企業結合後の名称

株式会社大丸松坂屋友の会

(5) 取引の目的を含む取引の概要

規模拡大による財務基盤の安定化を図るとともに、重複業務の解消

等による効率的な運営基盤を構築し、株式会社大丸松坂屋友の会

組織として、より広範囲、便利で、高質な新しい顧客サービスを安定し

て提供する仕組みを通じて固定客戦略上の優位性を築き、百貨店の

生き残り、成長戦略に貢献してまいります。

　なお、当社の完全子会社同士の合併であるため、合併比率の取り

決めはなく、合併による新株発行及び資本金の増加はありません。

(6) 実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号

2008年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号2008年

12月26日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っており

ます。
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21 賃貸等不動産関係

（注1） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注2） 2011年2月28日に終了した年度における増加額のうち主なものは、自社使用から賃貸への所有目的の変更26,256百万円

（321,332千米ドル）、不動産取得1,655百万円（20,255千米ドル）です。減少額のうち主なものは不動産売却2,332百万円

（28,540千米ドル）です。

（注3） 2011年2月28日現在における時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」に基づく金額等

であり、その他の物件については指標等を用いて自社で調整を行った金額です。

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は以下の通りです。

¥92,590

2010年2月28日

¥25,230

増減額

¥117,820 ¥112,958

2011年2月28日 2011年2月28日

単位：百万円

連結貸借対照表計上額 時価

$1,133,154

2010年2月28日

$308,775

増減額

$1,441,929 $1,382,426

2011年2月28日 2011年2月28日

単位：千米ドル

連結貸借対照表計上額 時価

2011年2月28日に終了した年度より、「賃貸等不動産の時価等の

開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　2008年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第23号2008年11月28日）を適用し

ております。

　当社の一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用

のビル（土地を含む。）を有しております。

　それらの賃貸等不動産に関する賃貸収益は売上高の不動産賃貸

収入に、賃貸費用は売上原価の不動産賃貸原価に計上されておりま

す。2011年2月28日に終了した年度における賃貸損益は3,515百

万円（43,018千米ドル）です。

　また、賃貸等不動産に関する固定資産売却益は448百万円

（5,483千米ドル）、固定資産処分損は254百万円（3,109千米ド

ル）、減損損失は363百万円（4,443千米ドル）で、いずれも特別利益

（損失）に計上されております。
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22 セグメント情報

当社グループは、「百貨店業」、「スーパーマーケット業」、「卸売業」、

「その他事業」の4事業を運営しております。「その他事業」は、通信販

売業、不動産賃貸業、建装工事請負業及び家具製造販売業、クレ

ジット業等様々な事業を含みます。

(a) 事業の種類別セグメント情報

2011年及び2010年2月28日に終了した年度の事業の種類別セグメント情報は以下の通りです。

I. 売上高及び営業利益
　売上高
　　1）外部顧客に対する売上高
　　2）セグメント間の内部売上高又は振替高
　　計
　営業費用
　営業利益
II.資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
　資産
　減価償却費
　減損損失
　資本的支出

単位：百万円

¥51,216
41,521
92,737
88,473
¥4,263

¥129,291
367
369

1,134

その他事業

¥－
(54,854)
(54,854)
(53,541)
¥(1,312)

¥(92,748)
(228)
－

(608)

消去又は全社

¥950,102
－

950,102
929,779
¥20,323

¥775,029
13,610

1,936
19,776

連結

¥736,570
2,741

739,311
724,457
¥14,853

¥671,811
12,526

838
18,564

百貨店業

¥114,688
3,774

118,462
118,180

¥282

¥40,025
846
649
578

スーパー
マーケット業

¥47,628
6,817

54,445
52,209
¥2,235

¥26,650
99
78

107

卸売業2011年2月28日に終了した年度

I. 売上高及び営業利益
　売上高
　　1）外部顧客に対する売上高
　　2）セグメント間の内部売上高又は振替高
　　計
　営業費用
　営業利益
II.資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
　資産
　減価償却費
　減損損失
　資本的支出

単位：百万円

¥49,326

31,717

81,044

78,241

¥2,803

¥135,266

301

1,135

828

その他事業

¥－
(45,938)

(45,938)

(44,721)

¥(1,216)

¥(91,361)

(241)

(19)

(153)

消去又は全社

¥982,533

－
982,533

963,949

¥18,584

¥804,534

13,295

3,769

54,476

連結

¥758,069

2,850

760,919

747,924

¥12,995

¥691,741

12,223

2,020

53,121

百貨店業

¥118,626

4,631

123,258

121,829

¥1,429

¥43,546

889

633

514

スーパー
マーケット業

¥56,510

6,738

63,249

60,675

¥2,573

¥25,342

122

－
166

卸売業2010年2月28日に終了した年度
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2011年2月28日に終了した年度における当社と関連当事者との重要な取引はありません。

2011年2月28日に終了した年度における連結子会社と関連当事者との重要な取引は以下の通りです。

注：注記3（a）に記載のとおり、2010年2月28日に終了した年度より、当社グループは「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員

会2006年7月5日企業会計基準第9号）を適用し、たな卸資産の評価は、主として売価還元法による低価法（収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法）に変更いたしました。この変更により、従来の方法に比べ2010年2月28日に終了した年度の営業利益は、百貨店業が38百万円増加

し、スーパーマーケット業が193百万円、その他事業が2百万円それぞれ減少しております。

(b) 所在地別セグメント情報
連結売上高及び連結資産合計に比べ海外子会社の売上高及び資

産合計は重要性がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略

いたしました。

(c) 海外売上高情報
連結売上高に比べ海外売上高は重要性がないため、海外売上高情

報の記載を省略いたしました。

I. 売上高及び営業利益
　売上高
　　1）外部顧客に対する売上高
　　2）セグメント間の内部売上高又は振替高
　　計
　営業費用
　営業利益
II.資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
　資産
　減価償却費
　減損損失
　資本的支出

単位：千米ドル

$626,802
508,151

1,134,953
1,082,768

$52,172

$1,582,316
4,491
4,516

13,878

その他事業

$－
(671,325)
(671,325)
(655,256)
$(16,057)

$(1,135,088)
(2,790)
－

(7,441)

消去又は全社

$11,627,732
－

11,627,732
11,379,011

$248,721

$,9,485,118
166,565

23,694
242,027

連結

$9,014,441
33,545

9,047,987
8,866,198
$181,777

$8,221,895
153,298

10,256
227,194

百貨店業

$1,403,598
46,188

1,449,786
1,446,335

$3,451

$489,842
10,354

7,943
7,074

スーパー
マーケット業

$582,891
83,429

666,320
638,955
$27,353

$326,153
1,212

955
1,310

卸売業2011年2月28日に終了した年度

山本良一は当社取締役で、当社の議決権を0.01％所有しております。

なお、上記の取引においては、一般の取引条件と同様に請負金額を決定しております。

2010年2月28日に終了した年度において、関連当事者との重要な取引及び残高はありませんでした。

関連当事者の氏名
山本良一

取引の内容
住宅建設工事の請負

¥113

単位：百万円 単位：千米ドル

2011年 2011年

$1,383

23 関連当事者
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24 後発事象

株式会社スタイリングライフ・ホールディングス（以下「SLH社」という。）

の株式取得について、それぞれ2011年2月25日及び2011年3月28

日開催の取締役会決議に基づき、ソニー株式会社、三井物産株式会

社、株式会社千趣会の3社と2011年3月1日付で株式譲渡契約を締

結し、また、2011年3月28日開催の取締役会決議に基づき、東京急行

電鉄株式会社と2011年3月28日付で株式譲渡契約を締結し、2011

年3月30日に株式を取得（持分法適用関連会社化）いたしました。

(1) 株式取得の目的
J.フロント リテイリンググループは、百貨店事業を核とした質・量ともに

日本を代表する小売業界のリーディングカンパニーの地位確立を目

指しております。

　SLH社は、「お客様へのライフスタイルの提供」「新しさへの取り組

み・挑戦」という基本理念のもと、「プラザ」ブランドで若い女性層に支

持される雑貨小売業をはじめ、化粧品の製造販売業、通信販売業、

飲食・菓子製造販売業という主として4つの事業を展開しており、当

社グループの店舗にも出店しております。

　SLH社との連携を深めることで、当社グループは売場編集力の向

上や若年顧客層の拡大などを通じ、主力の百貨店事業の競争力強

化をはかるとともに、新しく有力な事業を加えることによるグループ全

体としての成長力向上をはかることができると考えております。

　今後、当社は、SLH社の親会社である株式会社東京放送ホールディ

ングスと協力して、SLH社の企業価値向上に取り組んでまいります。

(2) 株式取得の対象会社の概要
名称： 株式会社スタイリングライフ・ホールディングス

所在地： 東京都港区北青山2丁目12番2号

代表者の役職・氏名： 代表取締役社長　内田　公夫

事業の内容： 雑貨小売業、化粧品製造販売業の他、株式会

社ライトアップショッピングクラブ（通信販売業）、

株式会社CPコスメティクス（化粧品卸売業）、マ

キシム・ド・パリ株式会社（飲食・菓子製造販売

業）の持株会社としての経営・財務・組織人事戦

略の立案、コンプライアンス、IR、新規事業開発

資本金： 1,048百万円（12,826千米ドル）

(3) 株式取得の相手先の概要

　a）ソニー株式会社

　名称： ソニー株式会社

　所在地： 東京都港区港南1丁目7番1号

　代表者の役職・氏名： 代表執行役　ハワード・ストリンガー

　事業の内容： 電子・電気機械器具の製造、販売

　b）三井物産株式会社

　名称： 三井物産株式会社

　所在地： 東京都千代田区大手町1丁目2番1号

　代表者の役職・氏名： 代表取締役社長　飯島　彰己

　事業の内容： 鉄鋼製品、金属資源、機械・プロジェクト、化学

品、エネルギー、食料・リテール、コンシューマー

サービス・情報産業、物流・金融市場の各分野に

おける事業展開

　c）株式会社千趣会

　名称：  株式会社千趣会

　所在地：  大阪市北区同心1丁目8番9号

　代表者の役職・氏名： 代表取締役社長　田邉　道夫

　事業の内容：  カタログ事業、頒布会事業、その他事業

　d）東京急行電鉄株式会社

　名称： 東京急行電鉄株式会社

　所在地： 東京都渋谷区南平台町5番6号

　代表者の役職・氏名： 取締役社長　越村　敏昭

　事業の内容： 交通事業、不動産事業、リテール事業、レジャー・

サービス事業、ホテル事業、その他事業

(4) 株式取得前後の所有株式数、所有割合、取得価額、出資比率
　a）取得前所有株式数 0株（所有割合　0.0％）

　b）取得株式数  72,786株

　c）取得価額  9,826百万円（120,255千米ドル）

　d）取得後所有株式数 72,786株（所有割合　48.5％）

　e）取得後の出資比率

名称

合計

株式会社東京放送ホールディングス
J．フロント リテイリング株式会社
スタイリングライフグループ持株会

76,500
72,786
     714

150,000

所有株式数 所有割合

51.0%
48.5%

0.5%

100.0%
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百貨店事業

株式会社大丸松坂屋百貨店
所在地：〒135-0042 東京都江東区木場二丁目18番11号
資本金：100億円  出資比率：100％
http://www.daimaru-matsuzakaya.com

株式会社博多大丸
所在地：〒810-8717 福岡県福岡市中央区天神一丁目4番1号
電話番号：（092）712-8181
資本金：30億37百万円  出資比率：69.9％
http://www.daimaru.co.jp/fukuoka/index.html

株式会社下関大丸
所在地：〒750-8503 山口県下関市竹崎町四丁目4番10号
電話番号：（083）232-1111
資本金：4億80百万円  出資比率：100％
http://daimaru.shimonoseki.ne.jp/index.html

株式会社高知大丸
所在地：〒780-8566 高知県高知市帯屋町一丁目6番1号
電話番号：（088）822-5111
資本金：3億円  出資比率：100％
http://www.kochi-daimaru.co.jp/

株式会社鳥取大丸
所在地：〒680-8601 鳥取県鳥取市今町二丁目151番地
電話番号：（0857）25-2111
資本金：1億80百万円  出資比率：14％
http://www.daimaru-tottori.co.jp/

大丸大阪･心斎橋店
所在地：〒542-8501 大阪府大阪市中央区心斎橋筋一丁目7番1号
電話番号：（06）6271-1231
開店（現在地）：1726年（享保11年）11月

大丸大阪･梅田店
所在地：〒530-8202 大阪府大阪市北区梅田三丁目1番1号
電話番号：（06）6343-1231
開店：1983年（昭和58年）4月

大丸東京店
所在地：〒100-6701 東京都千代田区丸ノ内一丁目9番1号
電話番号：（03）3212-8011
開店：1954年（昭和29年）10月

大丸京都店
所在地：〒600-8511 京都府京都市下京区四条通高倉西入立売西町79番地
電話番号：（075）211-8111
開店（現在地）：1912年（明治45年）10月

大丸神戸店
所在地：〒650-0037 兵庫県神戸市中央区明石町40番地
電話番号：（078）331-8121
開店（現在地）：1927年（昭和2年）4月

大丸札幌店
所在地：〒060-0005 北海道札幌市中央区北五条西四丁目7番
電話番号：（011）828-1111
開店：2003年（平成15年）3月

松坂屋名古屋店 
所在地：〒460-8430 愛知県名古屋市中区栄3丁目16番1号
電話番号：（052）251-1111
開店：1910年（明治43年）3月

松坂屋上野店 
所在地：〒110-8503 東京都台東区上野三丁目29番5号
電話番号：TEL（03）3832-1111
開店：1768年（明和5年）4月

松坂屋静岡店 
所在地：〒420-8560 静岡県静岡市葵区御幸町10番地の2
電話番号：（054）254-1111
開店：1932年（昭和7年）11月

松坂屋銀座店 
所在地：〒104-8166 東京都中央区銀座六丁目10番1号
電話番号：TEL（03）3572-1111
開店：1924年（大正13年）12月

大丸ららぽーと横浜店  
所在地：〒224-0053 神奈川県横浜市都筑区池辺町4035-1

ららぽーと横浜1階
電話番号：（045）287-5000
開店：2007年（平成19年）3月

大丸浦和パルコ店  
所在地：〒330-0055 埼玉県さいたま市浦和区東高砂町11番1号

浦和パルコ地下1階
電話番号：（048）615-6000
開店：2007年（平成19年）10月

大丸山科店
所在地：〒607-8080 京都府京都市山科区竹鼻竹ノ街道町91番地
電話番号：（075）255-7365
開店：1998年（平成10年）10月

大丸新長田店
所在地：〒653-0038 兵庫県神戸市長田区若松町五丁目5番1号

（新長田駅前ビル内）
電話番号：（078）643-2951
開店：1977年（昭和52年）4月

大丸須磨店
所在地：〒654-0154 兵庫県神戸市須磨区中落合二丁目2番4号
電話番号：（078）791-3111
開店：1980年（昭和55年）3月

大丸芦屋店
所在地：〒659-0093 兵庫県芦屋市船戸町1番31号
電話番号：（0797）34-2111
開店：1980年（昭和55年）10月

松坂屋高槻店
所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
電話番号：（072）682-1111
開店：1979年（昭和54年）11月

松坂屋豊田店
所在地：〒471-8560 愛知県豊田市西町六丁目85番地1
電話番号：（0565）37-1111
開店：2001年（平成13年）10月

グループ企業一覧
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株式会社J.フロント建装（建装工事請負業、家具製造・販売業）
所在地：〒116-0014 東京都荒川区東日暮里四丁目36番20号
電話番号：（03）5850-4700
所在地：〒542-0081 大阪市中央区南船場二丁目1番3号 上山ビル5階・6階
電話番号：（06）4705-6200
資本金：1億円  出資比率：100％
http://www.jfdc.co.jp/

JFRカード株式会社（クレジット業）
所在地：〒542-8551 大阪府大阪市中央区南船場四丁目4番10号
電話番号：（06）6243-3140
資本金：1億円  出資比率：100％
http://www.jfr-card.co.jp/

株式会社JFRオンライン（通信販売業）
（2011年3月1日株式会社大丸ホームショッピングを商号変更）

所在地：〒658-0015 兵庫県神戸市東灘区本山南町八丁目6番26号
　　　 　　　　　   東神戸センタービル4階
電話番号：（078）441-8801
資本金：1億円  出資比率：100％
http://www.daimaru-lim.co.jp/

株式会社ディンプル（人材派遣業）
所在地：〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田一丁目11番4号
　　　 　　　　　   大阪駅前第4ビル22階
電話番号：（06）6344-0312
資本金：90百万円  出資比率：100％
http://www.dimples.co.jp/

株式会社J.フロントフーズ（飲食店業）
所在地：〒542-0086 大阪府大阪市中央区西心斎橋一丁目7番3号
　　　 　　　　　   大丸北炭屋町ビル2階
電話番号：（06）6281-1125
資本金：1億円　出資比率：100％
http://www.j-frontfoods.co.jp/

株式会社大丸コム開発（不動産賃貸業・テナント業）
所在地：〒542-0086 大阪府大阪市中央区西心斎橋一丁目7番3号
　　　 　　　　　   大丸北炭屋町ビル4階
電話番号：（06）6245-8481
資本金：50百万円 出資比率：100％

株式会社消費科学研究所（商品試験・品質管理業）
所在地：〒559-0034 大阪府大阪市住之江区南港北二丁目1番10号 ATCビルO's 605
電話番号：（06）6615-5285
所在地：〒116-0014 東京都荒川区東日暮里四丁目36番20号 松坂屋流通センター5階
電話番号：（03）5615-5390
資本金：4億50百万円  出資比率：100％
http://www.shoukaken.jp/

株式会社ピーコックストア
所在地：〒135-8510 東京都江東区木場二丁目18番11号
　　　 　　　　　   大丸コアビル
電話番号：（03）3630-1511
資本金：25億50百万円  出資比率：100％
http://www.peacock.co.jp/

株式会社JFR情報センター（情報サービス業）
所在地：〒543-0062 大阪府大阪市天王寺区逢坂一丁目3番24号
電話番号：（06）6775-3700
資本金：10百万円  出資比率：100％

株式会社JFRオフィスサポート（事務処理業務受託業）
所在地：〒542-0086 大阪府大阪市中央区西心斎橋一丁目7番3号
　　　 　　　　　   大丸北炭屋町ビル
電話番号：（06）6281-5040
資本金：1億円  出資比率：100％

株式会社JFRサービス（リース業・駐車場管理業）
所在地：〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄三丁目16番1号
　　　 　　　　　   松坂屋名古屋店北館7階
電話番号：（052）261-7322
資本金：1億円  出資比率：100％

株式会社JFRコンサルティング（コンサルティング業）
所在地：〒104-8163 東京都中央区銀座六丁目１１-19 松坂屋銀座店事務館８階
電話番号：（03）6891-5700
資本金：1億円  出資比率：100％

株式会社セントラルパークビル（駐車場業、不動産賃貸業）
所在地：〒444-0059 愛知県岡崎市康生通西三丁目15番地6
電話番号：（0564）23-1321
資本金：1億円  出資比率：85.7％
http://www.celbi.jp/

株式会社エンゼルパーク（駐車場業）
所在地：〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄三丁目16番10号先
電話番号：（052）261-5745
資本金：4億円  出資比率：49.8％
http://www.angelpark.co.jp/

株式会社大丸松坂屋友の会（前払式特定取引業）
所在地：〒542-0083 大阪府大阪市中央区南船場四丁目4番10号
電話番号：（06）6281-9013
資本金：1億円  出資比率：100％
http://www.dmtomonokai.co.jp/

スーパーマーケット事業

大丸興業株式会社（卸売業・輸出入業）
所在地：〒541-0051 大阪府大阪市中央区備後町三丁目4番9号
　　　 　　　　　   輸出繊維会館
電話番号：（06）6205-1000
資本金：18億円  出資比率：100％
http://www.daimarukogyo.co.jp/

卸売事業

その他事業
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大丸札幌店

博多大丸
福岡天神店

下関大丸

高知大丸

松坂屋名古屋店

松坂屋豊田店
松坂屋静岡店

鳥取大丸（非連結）

博多大丸長崎店

大丸神戸店

大丸新長田店

大丸芦屋店

大丸須磨店

大丸山科店大丸京都店

松坂屋高槻店

大丸大阪・梅田店
大丸大阪・心斎橋店

松坂屋銀座店
大丸東京店

松坂屋上野店

大丸ららぽーと横浜店

大丸浦和パルコ店

大 丸 松坂屋

大丸・松坂屋の店舗展開
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大丸札幌店 （売場面積 45,000㎡)

大丸須磨店
（売場面積 13,076㎡）

大丸大阪･心斎橋店（売場面積 77,490㎡）

大丸大阪･梅田店（売場面積 64,000㎡）

大丸東京店 （売場面積 34,000㎡）

大丸京都店 （売場面積 50,830㎡）

大丸神戸店 （売場面積 50,656㎡）

大丸浦和パルコ店
（売場面積 4,000㎡）

大丸山科店
（売場面積 5,403㎡）

大丸新長田店
（売場面積 9,091㎡）

大丸芦屋店
（売場面積 4,300㎡）

（株）博多大丸・福岡天神店      
（売場面積 44,192㎡）

（株）博多大丸・長崎店
（売場面積 9,176㎡）

（株）高知大丸    
（売場面積 16,068㎡）

（株）鳥取大丸    
（売場面積 13,637㎡）

ニューヨーク駐在員事務所
52 Vanderbilt Avenue, #904 New York, N.Y. 10017, U.S.A. 
Phone : +1-212-681-8725

パリ駐在員事務所
267, Boulevard Pereire, 75017 Paris, France   
Phone : +33-1-4574-2151

上海駐在員事務所
Aviation Center Rm-309, 1600 Nanjing Rd(W), Shanghai 200040, China   
Phone : +86-21-6248-1538

ロンドン駐在員事務所
20 Hanover Square, London W1S 1HZ, UK  
Phone : +44-20-3178-4606

松坂屋銀座店 （売場面積 25,352㎡）

ミラノ駐在員事務所
Conservatorio 22 Business Center, Via Conservatorio 22, 20122 Milan, Italy 
Phone : +39-02-77291 

海外駐在員事務所

大丸の店舗

松坂屋の店舗

松坂屋上野店 （売場面積 35,213㎡）

大丸ららぽーと横浜店
（売場面積 3,840㎡）

松坂屋豊田店 （売場面積 18,220㎡）松坂屋名古屋店 （売場面積 86,758㎡）

（株）下関大丸
（売場面積 23,912㎡）

松坂屋静岡店 （売場面積 25,452㎡）

松坂屋高槻店 （売場面積 20,642㎡）
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■ 株式の状況 （2011年2月28日現在）

発行可能株式総数 ： 2,000,000,000株

発行済株式の総数 ： 536,238,328株

証券コード ： 3086

上場証券取引所 ： 東京、大阪、名古屋

株主名簿管理人 ： 三菱UFJ信託銀行株式会社

株主数 ： 73,028名

大株主   所有株数（千株） 持株比率（%）

 1  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 32,576 6.16

 2  日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 32,178 6.08

 3 日本生命保険相互会社 28,906 5.46

 4 株式会社三菱東京UFJ銀行 14,291 2.70

 5 J.フロント リテイリング共栄持株会 14,222 2.68

 6 第一生命保険株式会社 11,564 2.18

 7 東京海上日動火災保険株式会社 8,369 1.58

 8  J．フロント リテイリング従業員持株会 7,693 1.45

 9 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 6,409 1.21  （住友信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀行退職給付信託口）

 10 株式会社竹中工務店  5,725 1.08

所有者別分布状況   株主数（名） 株式数（千株） 百分率（%）

　 政府・地方公共団体  1 59 0.01

　 金融機関   82 211,977 39.53

　 金融商品取引業者   54 14,891 2.78

　 その他の法人   841 50,433 9.40

　 外国法人等   356 79,071 14.75

 個人・その他   71,693 172,380 32.15

 自己名義株式   1 7,423 1.38

39.53%

32.15%

14.75% 9.40%

a

1.38%

2.78%

金融機関

金融商品
取引業者

その他の法人

外国法人等

個人・その他

自己名義株式

0.01%
政府・地方公共団体

株式情報

（注）持株比率は、自己株式（7,423千株）を控除して計算しております。
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